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序     文 
 

 メキシコ市の大気汚染は、1987年～1988年にかけて JICA により実施されたメキシコ市大気汚染対策計画調査

等の日本の協力やメキシコ市独自の取り組みの結果、1992年以降は改善傾向がみられています。しかしながら、

第２・第３の都市であるグアダラハラやモンテレイ、さらにはトルカ、ティファナ等の地方都市においては、地

方産業振興や燃料対策の遅れ等の理由から大気中の汚染物質が環境基準を超える日が続いているのが現状であ

り、大気汚染は依然としてメキシコ合衆国にとって重要な環境問題として位置づけられています。 

この大気汚染に対して、メキシコ合衆国は「国家大気質モニタリングプログラム（2003～2008）」を2002年に

策定し、全国の大気汚染モニタリング体制の強化を目的とした全国的な取り組みを進めており、その実施機関は、

日本がその設立を支援し、協力を実施してきた国立環境研究研修センター（CENICA）です。 

このプログラムの実施にあたって日本の大気汚染対策分野における知見と経験が必要として、メキシコ政府か

らわが国に対して技術協力の要請がなされました。その後、2005年８月12日にメキシコ国環境天然資源大臣と在

メキシコ国日本国大使の立ち会いの下、メキシコ国環境天然資源省環境庁長官と JICA メキシコ事務所所長の間

でプロジェクトの実施に関する討議議事録（Record of Discussions: R/D）の署名が取り交わされ、2005年10月12

日よりプロジェクトが開始されました。 

今般 JICA は、これまでの活動実績の整理と、プロジェクト終了までの計画見直しのため、岩崎英二地球環境

部第二グループ環境管理第二チーム長を団長とする運営指導（中間評価）調査団を2007年１月14日から１月31

日まで派遣しました。同調査団での協議内容は合同中間評価報告書にまとめられ、同調査団の派遣に合わせて開

催された合同調整委員会の場にてメキシコ国環境庁長官と調査団団長との間でその署名が取り交わされました。 

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたって多くの関係者に

広く活用されることを願うものです。 

ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた、外務省、環境省、在メキシコ国日本国大使館など、

内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成19年２月 

 

独立行政法人国際協力機構 

                      地球環境部長 伊藤 隆文 

 





目     次 
 

序 文 
目 次 
略語表 
位置図 
写 真 
中間評価調査結果要約表 
 
第１章 中間評価の概要 ·························································· 1 

1－1 運営指導（中間評価）調査の経緯と目的 ···································· 1 

1－2 評価者の構成····························································· 1 

 1－3 調査団派遣日程 ·························································· 2 

1－4 主要面会者一覧 ·························································· 3 

 1－5 評価項目・評価方法······················································· 4 

 
第２章 プロジェクトの実績と現状 ················································ 6 

 2－1 プロジェクトの実施体制概要 ·············································· 6  

 2－2 実施プロセス····························································· 7  

 2－3 上位目標、プロジェクト目標、成果の達成状況 ······························ 8  

 2－4 成果ごとの進捗度と今後の予定（課題） ··································· 20  

 2－5 専門的見地からみた全般的なプロジェクト進捗状況について（若松団員執筆） · 22  

 
第３章 評価結果································································ 24  

 3－1 評価結果の総括 ························································· 24 

   3－1－1 中間評価調査全般について ········································· 24  

   3－1－2 中間評価結果について ············································· 24  

   3－1－3 （評価結果を踏まえた）PDM の変更について························· 25  

   3－1－4 今後のプロジェクト展開について ··································· 25  

 3－2 評価５項目による分析概要 ··············································· 26  

   3－2－1 妥当性（Relevance） ··············································· 26  

   3－2－2 有効性（Effectiveness）············································· 27  

   3－2－3 効率性（Efficiency） ··············································· 27  

   3－2－4 インパクト（Impact） ·············································· 28  

   3－2－5 自立発展性（Sustainability） ········································ 29  

 3－3 結 論·································································· 30  

 3－4 提言と教訓······························································ 30  

   3－4－1 提 言···························································· 30  

   3－4－2 教 訓···························································· 31  

 



 
 
付属資料 

１． 協議議事録（M/M） ····················································· 35  

２． プロジェクト投入実績一覧 ·············································· 101  

３． 評価グリッド（和文）··················································· 108 

４． 主要議事録····························································· 116 

５． プロジェクト期間中に実施されたセミナー及びワークショップ並びに訪問 ···· 124  

６． SEMARNAT 及び INE 組織図 ············································· 126 

７． CENICA 組織図及び予算の推移··········································· 127  

８． メキシコ側プロジェクト実施体制 ········································ 129  

９． PDM 変遷の経緯························································ 130  

１０．PDM（和文） ·························································· 134  

１１．オゾンの１次標準に関する CENAM と INE のレターのやり取り·············· 140  

（1）INE から CENAM へのレター（2006年６月23日付）原文 ·············· 140 

（2）CENAM から INE へのレター（2006年７月５日付）原文 ·············· 141 

（3）INE から CENAM へのレター（2006年７月26日付）原文 ·············· 142 

（4）CENAM から INE へのレター（2007年１月22日付）和訳 ·············· 143  

 １２．マニュアルの NOM 化を申請するレター（2006年10月26日付）和訳と原文····· 144  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



略 語 表 
 

報告書使用名称 英語（西語）名称 日本語名称 
CENAM Centro Nacional de Metrología 国家計量センター（国立計測研

究所、メキシコ計量研究所、メ

キシコ中央計量標準機関等の標

記も見受ける） 
CENICA Centro Nacional de Investigacion y 

Capacitacion Ambiental 
国立環境研究研修センター 

CENICA Tecamachalco  CENICA テカマチャルコオフィ

ス 
CENICA UAM-I Universidad Autónoma Metropolitana - 

Iztapalapa 
CENICA（メトロポリタン自治大

学イスタパラパキャンパス内） 

DF Departamento del Distrito Federal 連邦区庁 
EMA Entidad Mexicana de Acreditacion メキシコ認証機関 

GC-FID Gas Chromatograph Flame Ionization 
Detector 

ガスクロマトグラフフレームイ

オン化検出器 
GC-MS Gas Chromatograph Mass Spectrometry ガスクロマトグラフ質量分析計 
IMECA El Índice Metropolitano de la Calidad del 

Aire 
大都市圏大気質指標 

INE Instituto Nacional de Ecologia 環境庁 
ISC-ST3 Industrial Source Complex - Short Term 

Model (Version 3) 
ISC-ST3 モデル 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
JICA Japan International Cooperation Agency 独立法人 国際協力機構 
LGEEPA Ley General del Equilibrio Ecologico y la 

Proteccion al Ambiente 
生態系保全と環境保護一般法 

NAFTA North American Free Trade Agreement 北米自由貿易協定 
NOM Norma Official Mexicana メキシコ公式規格 
NMX Norma Mexicana メキシコ規格 
OECD Organization for Economic Cooperation 

and Development 
経済開発協力機構 

PCM Project Cycle Management 
 

プロジェクト・サイクル・マネ

ジメント 
PDM Project Design Matrix 

 
プロジェクト・デザイン・マト

リックス 
PEMEX Petróleos Mexicanos メキシコ石油公社 
PM Particulate Matter (µg/㎥) 粒子状物質 
PND Plan Nacional de Desarrollo 国家開発計 
PNMA The National Air Quality Monitoring 

Program (Plan Nacional de Monitoreo 
Atmosférico) 

国家大気質モニタリングプログ

ラム 

PNMARN Programa Nacional de Medio Ambiente y 
Recursos Naturales 

国家環境天然資源プログラム 

PO Plan of Operation 活動計画 
PROFEPA Procuraduria Federal de Proteccion al 

Ambiente 
連邦環境検察庁 

PST Total Suspended Particles  全浮遊粒子状物質 



報告書使用名称 英語（西語）名称 日本語名称 
QA/QC Quality Assurance and Quality Control 精度保証/精度管理 
R/D Record of Discussions 討議議事録 
SEMARNAT Secretaria de Medio Ambiante y 

Recursos Naturales 
環境天然資源省 

SINAICA Sistema Nacional de Información de la 
Calidad del Aire  

国家大気質情報システム 

SOP Standard Operation Procedure 標準作業手順書 
SRP Standard Reference ozone Photometer 標準オゾン計 
SSA Secretaria de Salud 厚生省 
UAM-I Metroporitan Autonomous University – 

Iztapalapa (Universidad Autonoma 
Metropolitana－Iztapalapa) 

国立メトロポリタン自治大学イ

スタパラパ校 

UNAM Mexican National Autonomous 
University (Universidad Nacional 
Autónoma de México) 

メキシコ国立自治大学 

US-EPA United States Environmental Protection 
Agency 

米国環境保護庁 

VOC Volatile Organic Compound 揮発性有機化合物 
WMO World Meteorological Organization 世界気象機関 
 
 



位置図 

 
出典：テキサス大学オースチン校図書館ウェブサイトから転載 

http://www.lib.utexas.edu/maps/americas/mexico_rel97.jpg 
 

図１－１ メキシコ全図 
 

 
出典：INE ホームページ [http://sinaica.ine.gob.mx/] 

 

図１－２ 国家大気質情報システム（SINAICA）に接続される大気質モニタリング網 
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中間評価調査結果要約表 
 

１.案件の概要 

国名：メキシコ合衆国 案件名：大気汚染モニタリング強化支援プロジェ

クト 

分野：環境管理 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 第二グループ 
環境管理第二チーム 

協力金額（評価時点概算）：約２億5,000万円 

（R/D）： 2005年８月12日 
2005年10月12日 
～2008年10月11日 

先方関係機関：環境天然資源省（SEMARNAT） 
環境庁（ I Ｎ E ）国立環境研究研修センター

（CENICA） 

 日本側協力機関：愛媛大学 

 
 
協力期間 

 他の関連協力： 
環境研究研修センタープロジェクト 

１－１ 協力の背景と概要 

メキシコ合衆国（以下、「メキシコ」と記す）首都圏の大気汚染は90年代初頭までの危機的な

状況からは改善されたといわれるものの、何らかの大気汚染物質が環境基準を超過する年間日数

の割合は1998年から現在まで80％以下になったことがなく、メキシコ第２・第３の都市であるグ

アダラハラやモンテレイでも、その日数割合は、それぞれ40％（1999～2001年平均）、27％（2002

年）となっている。このほか、トルカ、ティファナ、メヒカリなどの都市圏でも、環境基準を超

過する日数の割合が増加傾向にあり、大気汚染は、依然としてメキシコにとって重要な環境問題

である。 
大気汚染の状況を把握し、大気汚染対策の立案や効果の評価を行ううえで、大気質モニタリン

グは不可欠である。現在メキシコでは、地方レベルで18の自動観測ネットワーク（以下、地方ネ

ットワーク）を構築し、環境基準の定められた物質を常時観測している。 
 大気質モニタリングによって得られた情報は、人々の呼吸する空気が健康に害のない状態であ

るかどうかを判断するとともに、万が一健康に害を及ぼす状態になった場合に、緊急対策を発動

するための根拠となるものである。したがって、信頼できる情報がタイムリーに国民や政策決定

者などに提供される必要がある。しかしながら、メキシコでは、データの信頼性が低く、適切な

データ管理や解析が行われていないことから、多くの国民は自らの居住環境の安全性を確認でき

ず、また、政策決定者も適切な政策判断を行うことができない状況にある。この状況を改善する

ため、メキシコは国内の大気汚染モニタリングネットワークの標準化をめざし、CEINCA を実施

機関とした「国家大気質モニタリングプログラム（PNMA）（2003～2008）」を2002年に策定した。

このプログラムの推進にあたって、CENICA は2002年に新部署を設置し、更なる体制強化を図

っている。しかしながら、地方ネットワークの全国的標準化に必要な精度管理システムの構築か

ら、地方自治体へのデータ管理･解析能力強化までの、包括的かつ実践的な知見や技術が新たに

必要となっている。本案件は以上の背景を踏まえ、大気質モニタリングに関し高い知見を有する

わが国に対して要請がなされたものである。 



本プロジェクトは2005年10月12日より３年間の予定で、「メキシコ社会が大気質モニタリング

の重要性を認識し、地方自治体が信頼性の高い大気質モニタリングデータを提供し、政策立案や

評価に活用できる能力が向上する」ことを目標に実施している。 
 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
メキシコ社会の大気質管理能力が向上する。 

 
（2）プロジェクト目標 

メキシコ社会が大気質モニタリングの重要性を認識し、地方自治体が信頼性の高い大気質

モニタリングデータを提供し、政策立案や評価に利用できる能力が向上する。 
 
（3）成 果 

1）大気質モニタリング・データ収集能力が強化される。 
2）既存の大気質モニタリング機器校正システムが改善される。 
3）大気質モニタリングを補完する調査が実施される。 
4）大気質モニタリングデータの管理及び解析能力が強化される。 
5）一般市民及び政策策定者の大気質に関する情報へのアクセスが改善される。 
6）PNMA2007～2010が作成される 

 
（4）投 入（評価時点） 

日本側： 
専門家派遣：９名 
研修員受入：２名 
機 材 供 与：1,610万円（2005年度実績） 

相手国側： 
カウンターパート（C/P）配置：14名 

土地・施設提供 

専門家チーム居室改造費用：約５万ペソ 

校 正 ラ ボ 構 築 工 事 費 用：約25万ペソ 

２.評価調査団の概要 

 調査者 団長／総括  岩崎英二 JICA 地球環境部第二グループ環境管理 第二チーム長 
大気汚染対策 若松伸司 愛媛大学 大気環境科学研究室 教授 
協力企画   濱口勝匡 JICA 地球環境部第二グループ環境管理 第二チーム 
評価分析   清水正  株式会社レックスインターナショナル 

コンサルタント事業部・アソシエート 

調査期間  2007年１月14日〜2007年１月31日 評価種類：中間評価 

３.評価結果の概要 

３－１評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が非常に高いと考えられる。 



1）相手国のニーズに合致しているか 
地方部へと広がりをみせているメキシコの大気汚染を改善するためには、科学的な情報

に基づいた適切な対策を立案する必要がある。そのためには、的確な現状把握をすること

が必要とされており、本プロジェクトがめざす「全国における大気質モニタリング強化」

は、そうしたメキシコのニーズに合致している。 
また、2006年12月に誕生した新政権下では、大気汚染問題は最優先課題の１つと認識さ

れており、SEMARNAT は大統領の政策目標の１つとして「新国家大気質管理法」を2009年

までに導入することを検討している。その法律のなかでは、人口50万人以上の地方自治体

に大気質モニタリングの導入を義務化することを検討している。こうしたことから、全国

における大気質モニタリングに対する政策的支持はプロジェクト開始当初より強化されて

おり、妥当性は高まってきているといえる。 
2）対象地域やプロジェクトのアプローチは妥当であったか 

メキシコの生態系保全と環境保護一般法（LGEEPA）は、地方自治体に、SEMARNAT の
技術支援を受けつつ、大気環境モニタリング・システムの構築及び運営を行うよう義務づ

けている。2003年には「PNMA」も作成され、大気質モニタリング能力の向上に向けた活

動が推進されており、連邦政府を通した地方自治体の能力強化を行うことは妥当であると

いえる。 
また、粒子状物質（PM）2.5（直径が2.5μm以下の超微粒子）に関する環境基準が2005

年９月26日に公布され、2006年に施行されたことにより、プロジェクトの成果３の重要性

や必要性が高まってきている。 
3）妥当性に欠いた点や事前評価以降のプロジェクトをとりまく環境の変化はないか 

政権交代による政策変更は、省レベルでは見当たらない。プロジェクト・ダイレクター

（INE 長官）やプロジェクト・マネージャー（CENICA 局長）は、双方ともに継続勤務し

ている。ただし、メキシコ側のスタッフ配置については、次第に人員不足が明らかとなり、

校正ラボ等で実務の中心となっていたシニアスタッフが2005年12月に退職するなどの問題

が生じ、軌道修正が必要となった。 
一方で、プロジェクトをとりまく環境は好転しており、例えば、国家計量センター

（CENAM）は、CENICA にオゾンの第１次標準を設置するにあたり、技術的な支援や関連

分野における能力向上において支援することになり、近日中に INE と CENAM は協定を結

ぶ予定となっている。 
 
（2）有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が高いと考えられる。 
1）プロジェクト目標の達成の見込みはあるか 

プロジェクトにおいて、CENICA スタッフは日本人専門家の指導の下、マニュアルやガ

イドライン作成に携わり、技術移転を受けていることから、徐々に CENICA 全体の能力向

上が進んでいる。地方自治体のモニタリング能力向上や政策能力、研究水準の向上を図る

うえで、CENICA は、地方自治体を指導していくことが期待されており、プロジェクト終

了時までにプロジェクト目標が達成される見込みは高いと考えられる。 
ただし、メキシコ政府は、地方自治体に対して命令権限をもっておらず、CENICA はモ



ニタリングを十分に実施していない地方自治体にその適正な実施を強制する権限を有して

いない。こうした制約のなか、これまでの成果を生かしていかに地方自治体にインセンテ

ィブのある形で適正な大気質モニタリングの導入を働きかけるかが今後の課題である。 
2）プロジェクト目標の達成、成果の達成を阻害する要因はあるか 

シニアスタッフの退職や CENICA スタッフの不足は、プロジェクト目標の達成に対して

不透明性を与えているが、今後代わりの人員と３つの新規ポストを早急に確保し、CENICA
の正規職員を増員することで、遅れを取り戻すことは可能である。 

 
（3）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率性がある程度高いと考えられる。 
1）アウトプットの達成度は適切か 

これまでの活動で、CENICA を中心に連邦レベルの大気汚染モニタリング体制の強化が

図られてきた。つまり、今後、国家規格を策定して行くうえでの基礎となる、７つの標準

マニュアル（成果１、４）が作成され、CENICA のこれらのマニュアルを普及するための

能力や（成果１）や校正能力の強化（成果２）が図られてきた。モデル地方自治体である

サラマンカでは、モニタリングの地点評価（成果１、３）や揮発性有機化合物（VOC）や

浮遊粒子状物質（PM）の調査も行われた（成果３）。 
一方で、他のモデル地方自治体での活動や CENICA スタッフの能力向上とローカルネッ

トワークへの能力開発のための活動には遅れが出ている。これらの遅れについては、当初

PDM では規定されていなかった活動を行い、成果を出していることから正当化できるもの

である。具体的には、モニタリングマニュアルのメキシコ公式規格（NOM）化、メキシコ

の実情を踏まえたうえで必要であることが判明した大気汚染測定機材マニュアル（全11

種）、大気汚染施策や評価へ大気汚染モニタリングデータの活用を促進する大気汚染データ

解析ツールの作成、マニュアルの承認に際しての米国環境保護庁（US‐EPA）との協議、

大気汚染部の能力向上等の活動のため等である。 
CENICA スタッフの育成については、シニア職員が2006年12月に退職をしたことでその

達成の見込みが非常に不透明になっているものの、CENICA では速やかに後任リクルート

のために公募を行っていることに加え、正規職員３名の増員のための交渉もしており、改

善に向けた努力がなされている。 
2）量・質の投入（日本側及びメキシコ側）は十分であったか  

標準ラボをめざすとするビジョンから判断すると、現状の CENICA 側の投入は十分では

ない部分があるが、３名の臨時職員の雇用の実現、３名の正規職員の増員要求等、連邦政

府として人員増が困難な状況の中改善すべく最大限の努力が払われている。VOC や PM に

関し、派遣された日本人専門家は積極的なアドバイスを行い、CENICA 研究部門の能力向

上に寄与している。 
3）投入のタイミング 

メキシコ内でのマニュアルやマスタープラン（M/P）の承認プロセスにおいて調整が必要

で、当初計画以上に時間がかかっている部分があるが、日本人専門家の派遣や機材の投入、

プロジェクト予算の準備等が、適切なタイミングでなされてきている。また、メキシコ側

による校正ラボ構築のための改築工事は非常にタイミングよく実施された。 



4）外部条件 
設定されている外部条件のなかでも特に重要な「CENICA 職員が離職しない」が、2006

年12月のシニアスタッフの退職により満たされていない状況にある。しかしながら上述の

ような努力がメキシコ側では行われている。 
 

（4）インパクト 
本プロジェクトは、以下の理由からインパクトが高いと考えられる。 

1）上位目標はプロジェクトの効果として発現が見込まれるか 
本プロジェクトの上位目標は「メキシコ社会の大気環境管理能力が向上する」ことであ

り、具体的には次のような状態を指す。 
・連邦及び地方政府による効果的な大気汚染管理施策が立案、実施、評価される 
・大気汚染による住民への健康リスク、生態系への影響、経済的損失が把握される 
・必要な時に大気汚染緊急対策計画が適用される 
・一般市民及び政策決定者の大気管理施策への支援が高まる 
これらは現時点では発現していないものの、プロジェクト終了後一定期間の後には、プ

ロジェクトの効果としての上位目標の発現が見込まれると思われる。 
現段階における本プロジェクトの主な受益者は CENICA やいくつかの地方自治体（例；

グアナファト州）である。グアナファト州のサラマンカ市においては、2006年度の本邦研

修を受けた大気質改善コーディネーターが、日本の経験を基に、①地方独自の環境基準設

定のための働きかけによる大気質調査のための追加予算の獲得、②機材のメンテナンス契

約の見直し、③緊急事態発令の迅速化のための改善（携帯電話の使用）等の措置をとるな

ど、上位目標の達成に向けた好ましい動きがみられる。また、データの品質管理について

使用していたチェックリストの見直しが必要であることが判明し、日本人専門家の下で新

しい精度保証/精度管理（QA/QC）システムを作成するなどの動きもみられる。 
2）波及効果は想定されるか 

本プロジェクトでは、成果である7つの大気汚染モニタリングの NOM 化や、CENICA を

メキシコにおける大気汚染のモニタリングに関する第１次・２次標準ラボとすべく努力が

なされており、大気質モニタリング分野における CENICA の存在感が高まってきていてい

る。また、SEMARNAT では、大統領の政策目標の１つとして新国家大気質管理法を2009年

までに導入することを検討しており、その法律のなかでは人口50万人以上の都市に大気質

モニタリングを導入することを検討している。これらが成立した暁には、プロジェクトの

インパクトは一層強まることが期待される。 
3）プロジェクトの計画時には予期しなかった正・負の効果が想定されるか  

計画時においては、大気汚染研究の推進は、CENICA の大気汚染研究部を中心としたも

のを主に想定していたが、モデル地方自治体のグアナファト州で CENICA が大気汚染分析

所の設立を支援し、地方での大気汚染研究を促進している。大気汚染モニタリングのみな

らず、研究部門でも地方への技術支援が行われることは、上位目標の２によいインパクト

をもらすことが期待できる。 
 
 



（5）自立発展性 
本プロジェクトは、以下の理由から自立発展性が高いと推定される。 

1）人的側面 
CENICA は、1995年以来 JICA の技術協力プロジェクトを通じて様々な実績をあげてきて

いる。特に CENICA をメキシコにおける度量衡制度のなかに位置づけたうえで大気汚染の

モニタリングに関する第１次・２次標準ラボとすべく、研究及びモニタリングの両部門に

おいて能力向上が図られてきている。したがって今後とも、CENICA のスタッフにより、

メキシコにおけるより効果的な大気汚染管理をめざした活動を継続されていくと思われ

る。 
2）組織・制度的側面 

本プロジェクトは、CENICA が準備・計画し、INE と SEMARNAT が承認した PNMA に

基づいており、プロジェクトのオーナーシップは CENICA にある。CENICA は、2003年か

ら PNMA を実施してきており、ローカルネットワークにおける校正サービスを供与するた

めに校正ラボを改築するなど、財政的及び人的支援を行ってきている。CENICA の組織的

改善をめざすうえで、３名の正規職員の増員要求等、改善に必要な努力がメキシコ側で行

われており、実現されれば、プロジェクトの持続性が高まるものと思われる。 
3）財政的側面 

地方自治体においては、測定局設置、運営費用等の捻出に向け、大勢として厳しい状況

が続くが、CENICA の財政的な持続性は高いといえる。予算獲得において、CENICA はこ

れまでもたゆまぬ努力を続けてきている。 
4）技術的側面 

資器材の維持管理は CENICA により、適切に行われてきている。プロジェクトにより購

入された機器の保守管理については、標準オゾン計（SRP）のような高度な機種において定

期的な点検が欠かせないことを、日本側もメキシコ側もきちんと認識しておく必要がある。

適切な維持管理を今後も継続していくうえで、メキシコにおける納入業者や他のラボなど

とパートナーシップを結ぶことが必要であろう。 
大気質モニタリングマニュアルは、組織的承認後、NOM 化が予定されており、移転され

た技術や知識の継承が見込まれる。今後はマニュアルの定期的な改訂についても留意する

必要がある。 
CENAM は、CENICA の第１次標準ラボ設置に向けてオゾン測定における技術的な支援や

関連分野における能力向上において支援することとなり、校正ラボとしての自立発展性が

一層高まると考えられる。 
 

３－２ 結 論 

プロジェクト開始から15ヵ月経った今、計画されていたアウトプットはほぼ達成されてきてい

るといえる。いくつかのアウトプットでは遅れがあるものの、大気汚染モニタリングマニュアル

の NOM 化、CENICA の校正ラボ化や VOC、PM2.5に関する調査研究能力の向上など、プロジェ

クトの当初計画になかった追加的なアウトプットがなされている。 
プロジェクトに対する政策的支持は政権交代にもかかわらず維持されており、新政権下では大

気汚染問題は最優先課題の１つとして認識されているため、国家大気質プログラムに対する省レ



ベルの政策的サポートは強化されているといえる。SEMARNAT は大統領の政策目標の１つとし

て新国家大気質管理法を2009年までに導入することを検討しており、その法律のなかでは人口50

万人以上の都市に大気質モニタリングを導入することを検討している。これらのことから、プロ

ジェクトの妥当性は高まってきているといえる。 
一方で、CECNICA の中核であったシニアスタッフの退職はプロジェクト活動の進捗に大きな

影響を与えているが、CENICA はその空席を埋め、その影響をできるだけ小さくするべく、行動

を起こしている。 
これまで本プロジェクトは CENICA 等の連邦レベル機関の能力向上に焦点をあててきた。プロ

ジェクトの残りの期間においては、これまでの成果を生かして、地方自治体レベルにおける戦略

的行動がとられるべきである。そうすればプロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成可能

と思われる。 
 
３－３ 提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

① いくつかのプロジェクト活動の遅れにより、プロジェクト活動とスケジュールを変更する

必要がある。さらに、プロジェクトはプロジェクト目標の効率的な達成のためのアクション

プランと関連して、地方自治体の能力向上のための戦略的計画を早急に作成するべきであ

る。 
② CENICA の１つの空席と３つの新しいポストの承認状況を踏まえ、新しい活動計画（PO）

を2007年３月までに作成する必要がある。 
③ CENICA の大気質管理に関する１次・２次標準ラボ構築のための能力向上は引き続き強化

すべきである。 
④ 新政権下では、大気質管理に関する新しい政策や法律が導入される予定である。プロジェ

クトチームはプロジェクト活動と政策の流れのシナジー効果得るため、より注意を払う必要

がある。 
 

３－４ 教 訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

① 地方分権化されたシステムでは、中央政府を通した地方政府のキャパシティ・ディベロッ

プメントには様々な制約がある。事前調査時団はリスクを最小限に抑えるため、外部条件を

詳細に検討する必要がある。また、中央政府と地方政府、その他ステークホルダーの役割に

ついても明確に定義される必要がある。 
② C/P の数が限られたプロジェクトでは、事前調査団は C/P の退職の可能性とその際の対策

について前もって検討をしておく必要がある。 
③ プロジェクト実施期間中に政権交代などの大きな政策変更が予測される場合は、計画変更

の可能性も踏まえ、プロジェクト活動は慎重に計画されるべきである。 
本プロジェクトは、メキシコ側のスタッフに対する能力開発を主要要素として推進されるもの

であり、プロジェクト立案時にメキシコ側の人事やマネジメント能力を十分に調査しておく必

要がある。また、事前評価時に予期していなかった状況に対応すべく、プロジェクト開始時の

早期にプロジェクトの枠組みが実効的であるかについて点検し、必要があれば変更できる工夫

をプロジェクト計画にあらかじめ組み込んでおくことも検討すべきである。 





第１章 中間評価の概要 
 
１－１ 運営指導（中間評価）調査の経緯と目的 

メキシコ合衆国（以下、「メキシコ」と記す）では、現在大気汚染の状況を把握・評価するため、

地方レベルで自動観測ネットワークを構築し、環境基準の定められた物質を常時観測している。

しかしながらメキシコでは、データの信頼性が低く、適切なデータ管理や解析が行われていない

ことから、多くの国民は自らの居住環境の安全性を確認できず、また、政策決定者も適切な政策

判断を行うことができない状況にある。 
 この状況を改善するため、メキシコは国内の大気汚染モニタリングネットワークの標準化をめ

ざし、環境天然資源省（SEMARNAT）の下にある国立環境研究研修センター（CENICA）を実施

機関とした「国家大気質モニタリングプログラム（PNMA）（2003～2008）」の推進を試みている

が、地方ネットワークの全国的標準化に必要な精度管理システム（PNMA）の構築から、地方自

治体へのデータ管理･解析能力強化までの、包括的かつ実践的な知見や技術が新たに必要となって

いる。 
 こうした背景の下、JICA は CENICA をカウンターパート（C/P）機関として、2005年10月より

技術協力プロジェクト「全国大気汚染モニタリング強化支援プロジェクト」を３年間の予定で実

施中であり、現在９名の短期専門家〔総括/環境管理、大気質モニタリング、環境測定（精度管理

システム）、大気質モニタリングデータ管理/解析、大気質モニタリングシステム設計/ネットワー

クシステム設計、大気汚染予測モデル、ガス状大気汚染物質測定・解析、粒子状大気汚染物質測

定・解析、業務調整〕が活動中である。今般、協力開始から１年５ヵ月を迎え、2008年10月の活

動期間終了に向けて、これまでの活動実績を評価するとともに、プロジェクト終了時までにプロ

ジェクト目標を達成するために必要な提言を抽出することを目的に中間評価調査を実施した。 
 
１－２ 評価者の構成 

日本側 
① 団長／総括 岩崎 英二 JICA 地球環境部 第二グループ 

環境管理第二チーム長 
② 大気汚染対策 若松 伸司 愛媛大学 大気環境科学研究室 教授 

③ 協力企画 濱口 勝匡 JICA 地球環境部 第二グループ 
環境管理第二チーム 

④ 評価分析 清水 正 株式会社レックスインターナショナル 
コンサルタント事業部・アソシエート 

 
メキシコ側 

① メキシコ評価団リー

ダー 
Ing. Victor J. Gutierrez Avedoy CENICA 局長 

② 
 

メキシコ評価団メン

バー 
Dra. Beatriz Cardenas Gonzarez  大気汚染研究部部長 

③ 
 

メキシコ評価団メン

バー 
M.en I. Ana Patricia Martinez 
Bolivar 

大気測定・汚染物質分析同定

部部長 
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④ メキシコ評価段メン

バー 
Ing. Oscar Fentanes Arriaga  大気観測課長 

 
１－３ 調査団派遣日程 

日順 月日 曜日 団長（岩崎） 
協力企画（濱口） 

大気汚染対策 
（若松） 

評価分析 
（清水） 

1 1月14日 日   17:20 成田発（JL062）
9:55 L.A.到着 

14:10 L.A.発（AM647）

19:45 メキシコ着 

2 1月15日 月 17:10 成田発（JL012） 
17:25 メキシコ着 

 専門家からの聞き取り 

3 1月16日 火 沿岸水質モニタリングネッ

トワーク計画プロジェクト

関連調査 

 CENICA への評価方法の

説明 
C/P からの聞き取り調査

4 1月17日 水 同上 
濱口：INE 協議に参加 

 環境庁（INE）都市地域

地球汚染研究局との協

議 
INE 国家大気質情報シ

ステム（SINAICA）担当

部門との協議 

5 1月18日 木 同上  メキシコ市大気質管理

局との協議 

6 1月19日 金 CENICA との協議 
メキシコ側からのプロジェ

クトの進捗に関するプレゼ

ンテーション 

 岩崎団長に同じ 

7 1月20日 土 団内会議  岩崎団長に同じ 

8 1月21日 日 グアナファト州へ移動  岩崎団長に同じ 

9 1月22日 月 グアナファト州 INE との協

議 
サマランカモニタリングス

テーション訪問 
メキシコシティへ移動 

17:10 日本発（JL012）
17:25 メキシコ着 

岩崎団長に同じ 

10 1月23日 火 CENICA 大気測定・汚染物質分析同定部（Tecamachalco）との協議 
SEMARNAT 大気質行政・排出登録汚染物質取引局との協議 
国家計量センター（CENAM）を交えての協議 

－2－



11 1月24日 水 CENICA 大気汚染研究部との協議、国家メトリポリタン自治大学イスタパラ

パ校（UAM-I） 
CENICA 大気測定・汚染物質分析同定部との協議 

12 1月25日 木 CENICA との合同評価報告書についての協議 
CENICA との M/M 協議 

13 1月26日 金 JCC 開催 
M/M 署名 

8:55 メキシコ発 
（JL011） 

岩崎団長に同じ 

14 1月27日 土 レポート作成 17:05 成田着 岩崎団長に同じ 

15 1月28日 日 レポート作成  岩崎団長に同じ 

16 1月29日 月 JICA メキシコ事務所報告 
日本大使館報告 

 岩崎団長に同じ 

17 1月30日 火 8:55 メキシコ発（JL011） 岩崎団長に同じ 

18 1月31日 水 17:05 成田着  岩崎団長に同じ 

 
１－４ 主要面会者一覧 

＜在メキシコ日本大使館＞ 
川崎 俊正 一等書記官 

 
＜SEMARNAT＞ 

M. en C. Ana Maria Contreras Vigil Director General of Investigation of Air Quality and 
Emission Registration and Contamination Transference 

Ing. Gustavo Medina Marin Sub-director of direct energy regulation 

M. I. A. Alan Helios Escudero Uribe Chief, Sub-secretary for environmental protection mana- 
gement 

 
＜INE＞ 

Dr. Adrian Fernandez Bremauntz President 

Dra. Leonora Rojas Branco Director General of Investigation for Urban, Regional 
and Global Contamination 

M.en C. Verónica Garibay Bravo Director of Air Quality Investigation 

M. en I. A. Miguel A. Orozco Malo Coordinator of systems and informatics 
 
＜CENICA＞ 

Ing. Victor Javier Gutierrez Avedoy Director General 

M. en I. Ana Patricia Martinez B. Director of Analytical Investigation and Technical 
Training 

Ing. Oscal Fentanes Head of Department of Atmospheric Monitoring 
Ing. Carmen Alejandra Sanchez Soto Head of Department of SINAICA 
Dra. Beatriz Cardenas Gonzalez Director of Experimental Investigation of Atmospheric 

contamination 
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＜連邦区庁：DF＞ 

Dr. Victor Hugo Paramo Figueroa Director General of Air Management, Secretariat of 
Environment 

M.en C. Rafael Ramoz SMA-GDF 

 
＜グアナファト州 INE＞ 

Enrique Kato Miranda Director General 

Claudia Barcenas Blancarte Coordinator of Air quality Improvement 

 
＜CENAM＞ 

Dr. Yoshito Mitani Nakanishi Director of meteorology of materials 

 
＜JICA メキシコ事務所＞ 

川路 賢一郎            JICA メキシコ事務所 所長 
安藤 孝之             JICA メキシコ事務所 次長 
上條 直樹              JICA メキシコ事務所 次長／中米・カリブ海地域支援 

事務所 次長 
磯貝 白日                          JICA メキシコ事務所所員 
Emi Charles Demura                   JICA メキシコ事務所プログラムオフィサー 

 
＜専門家チーム＞ 

賀勢 秀史                          総括／環境管理 
田端 享                            大気汚染濃度予測モデル 
田中 敏之                          ガス状大気汚染物質測定・解析 

 
１－５ 評価項目・評価方法 

（1）評価主体 
プロジェクトの運営上の問題点や課題を洗い出し、より現実的で実効性のある今後の計画

を検討するため、日本側とメキシコ側実施機関関係者による合同評価とした。 
 
（2）評価の視点と基本要領 

評価の視点は経済開発協力機構（OECD)‐DAC 評価５項目に従い、要領は JICA 評価ガイ

ドライン2004年２月版に示される要領を基本とした。 
 

（3）使用言語 
両国にとっての第三国語の国際公用語である英語の文書を本件調査での公式文書とした。 

 
（4）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

本評価では現在のプロジェクト運営に使用されている PDM（2005年８月12日に署名された

バージョン）を使用した。 
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（5）評価設問と必要なデータ・評価指標 
本評価調査では、５つの評価項目ごとにあらかじめ評価設問を設定した。それぞれの評価

設問に対して判断基準・方法、必要なデータ、情報源・調査方法を設定し、評価グリッドを

作成した。 
 
（6）主要な調査項目とデータ収集方法 

評価グリッドを基に、プロジェクト評価に必要なデータを以下の方法で収集した。 
・関連文献のレビュー 
・プロジェクトから提出された、実績に関する資料類、個別質問事項に対する回答 
・プロジェクト関係者に対するインタビュー、協議 
・プロジェクト現場の視察 
・その他協議 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 
２－１ プロジェクトの実施体制概要 

本プロジェクトは、INE 長官をプロジェクト・ダイレクター、CENICA 所長をプロジェクト・

マネージャーとして、CENICA の大気測定・汚染物質分析同定部と、大気汚染研究部の職員が主

な C/P となって進めている。 
データ収集・管理解析能力の向上、モニタリング機器校正システムの改善、大気質モニタリン

グを補完する調査研究、大気質情報へのアクセスの改善、国家大気質モニタリングプログラム2007

～2010作成のそれぞれの活動に対して、JICA 専門家チームのメンバーが技術的支援を行っている。 
INE や SEMARNAT、今回の能力向上のターゲットである地方自治体などの関係は図２－１の

とおりである。地方自治体の能力向上を図るにあたり、ここではモデル地方自治体を選び、パイ

ロット的にキャパシティ・ディベロップメントを実施することとしている。また、CENAM との

関係では、機器校正システムの改善、特に CENICA がオゾン計の１次標準を保有するにあたり、

CENAM が CENICA に対して技術支援を行うことが INE 長官と CENAM 長官の間で合意されてい

る。 
 

 
 

図２－１ 大気質モニタリング強化支援プロジェクトの実施体制 
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２－２ 実施プロセス 

 合同評価等で明らかになった日本側及び相手国側の実施プロセスについての評価は、以下のと

おりである。対処方法若しくは今後の方針については、2008年３月頃に改正が予定されているプ

ロジェクト活動計画（PO）においても反映される予定である。 
 

項目 状況 理      由 対処方法、若しくは今後の方針

活動の実施は計画ど
おりであったか 
（主にスケジュール
面から） 

一部 
に遅 
れが 
生じ 
てい 
る 
 

メキシコ側人員が不足している。
特に、成果２の校正に関する正規
職員が不足している。中核となっ
ていた職員の辞職も大きく影響
している。 

辞職した職員の後任は既に人選
中であり、またメキシコ側は更な
る人員の増強を財務省と国会に
申請しており、その承認が下りれ
ばある程度解消されるものと思
われる。 

活動の実施は計画ど
おりであったか 
（主に活動内容面か
ら） 

一部 
に変 
更が 
あっ 
た 

①メキシコにおいて必要とされ
るマニュアルの内容がより明確
となった。 
②オゾン計国家２次標準設置方
針が変更された。 
③データ伝送率が低迷している
理由が明確になったため、その解
決のための手段を変更した。 
 

①モニタリングマニュアル、機器
整備マニュアルの２層構造で対
処している。 
②CENICA に１次標準 SRP を設
置する。またそのためのラボの改
築を実施中。 
③ファイアウォール、Green Box
の適正な運用で対処する。 

活動実施方法、技術
移転の方法に問題は
ないか 

一部 
困難 
あり 

地方自治体に対して命令権限の
ない連邦政府を通して地方自治
体の能力向上を図るアプローチ
の難しさ。 
 

地方自治体にとってのインセン
ティブをうまく活用しながら活
動を実施する。 

プロジェクトのマネ
ジメント体制に問題
はないか 
（意思決定過程な
ど） 

一部 
あり 

現状はおおむねトップダウン型
マネジメントで順調に進捗して
いるが、いくつかのアウトプット
についてはイニシアティブ不足
が専門家により指摘されている。

 

専門家チームが適宜フォローし
ながら、重要な局面では部長だけ
でなく、CENICA 所長を巻き込ん
だプロジェクト運営が必要。 

実施機関や C/P、タ
ーゲットグループ、
関係機関などのプロ
ジェクトに対する認
識は高いか 

C/P： 
高い 
その 
他： 
やや 
低い 

連邦政府の関係機関は概しての
関心、期待ともに高い。地方自治
体のプロジェクトに対する認識
はグアナファト州などのいくつ
かの熱心な自治体を除いてはま
だそれほど高くない。 
 

CENICA を中心として地方自治
体に対するより積極的な働きか
けが必要。 

適切な C/P が配置さ
れているか 

やや 
不足 

人員の不足。特に、成果２の校正
に関する正規職員が不足してい
る。中核となっていた職員の辞職
もあった。 

辞職した職員の後任は既に人選
中であり、またメキシコ側は更な
る人員の増強を財務省と国会に
申請しており、その承認が下りれ
ばある程度解消されるものと思
われる。 
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２－３ 上位目標、プロジェクト目標、成果の達成状況 

上位目標、プロジェクト目標、成果の達成状況については以下に示すとおり。 
 

（1）上位目標 

要 約 指 標 達成状況 

連邦政府：  
1.連邦政府の政策立案・評

価に用いられる地方モニ

タリングネットワークの

数が増える。 

 現段階（プロジェクト開始から15ヵ

月目）で、メキシコ連邦政府のオフ

ィサーの大気環境管理能力が向上す

るかどうか評価するのは早急である

が、新しく選出された大統領の下、

メキシコにおける関連の政策に、好

転の兆しがみえている。 
 新政権下の SEMARNAT により、新

国家大気質管理法が準備されてきて

おり、2009年の施行をめざしている。

この新法には、大気汚染による住民

への健康リスク、生態系への影響や、

連邦及び地方政府による効果的な大

気汚染管理施策などが盛り込まれる

予定である。  

 

上位目標 
メキシコ社会の大気環境

管理能力が向上する。 
1.連邦及び地方政府によ

る効果的な大気汚染管

理施策が立案、実施、

評価される。 
2.大気汚染による住民へ

の健康リスク、生態系

への影響、経済的損失

が把握される。 
3.必要な時に大気汚染緊

急対策計画が適用され

る。 
4.一般市民及び政策決定

者の大気管理施策への

支援が高まる。 
 

連邦政府及び地方自治体：

2.連邦政府及び地方自治

体：施策立案・評価に活用

できる、大気汚染による住

民への健康リスク、生態系

への影響、経済的損失を把

握した研究が増える。 
地方自治体：  
3.大気汚染緊急計画を策

定した地方自治体の数が

増える。 
4.政策立案または評価に

大気質モニタリングデー

タを活用する地方自治体

が増える。  

 大統領の政策目標の１つとして新国

家大気質管理法が導入されることに

より、メキシコの地方政府による大

気汚染管理施策がさらに明確になる

ものとされる。これにより、多くの

地方政府による効果的な大気汚染管

理施策が立案、実施、評価されるこ

とが期待されている。 
 
 

CENICA は、地方自治体に向けた能

力向上の支援を拡大してきており、

地方レベルでの大気汚染に関する研

究能力の強化やローカルスタッフの

能力向上に貢献してきている。グア

ナファト州では、CENICA が現場の

大気質モニタリング機器設定や人材

育成を支援してきている。また、

CENICA は、大気汚染物質の研究や
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一般市民及び政策決定者

5.連邦及び地方政府の大

気環境管理に対する予算

が増える。 
 

調査も促進してきている。これによ

り、上位目標の２つ目（連邦政府及

び地方自治体：施策立案・評価に活

用できる、大気汚染による住民への

健康リスク、生態系への影響、経済

的損失を把握した研究が増える）へ

の正のインパクトが期待される。 
 

 グアナファト州では、携帯電話を使

った大気汚染警報伝達の迅速化が図

られている。 

 さらにプロジェクトにおける様々な

成果により、この上位目標の達成に

向けた正のインパクトの発言がなさ

れるであろう。 

上位目標における外部条件の状況（中間評価時点） 

• メキシコにおいて、エネルギー、

特にクリーンでない燃料の消費

が大幅に増加しない。 
• メキシコが深刻な不景気に陥ら

ない。 

• 石油等の化石燃料高騰により、メキシコ国民は、エ

ネルギーの消費を意識するようになっている。 
• 近年の健全な経済成長の下、過去20年に起きたよう

な経済危機はほとんど予測されない。 

プロジェクト目標における外部条件の状況（中間評価時点） 

• 地方自治体が大気質モニタリン

グに十分な予算を割り当てる。

• 大気質モニタリングに関する７

つのマニュアルがメキシコ公式

規格（NOM）となる。 

• 地方自治体のキャパシティ・ビ

ルディングの研修講師となる

CENICA 職員が離職しない。 
• メキシコが深刻な不景気に陥ら

ない。 
 

• 2006年12月１日に発足したばかりの新政権であり、

地方自治体が大気質モニタリングに十分な予算を割

り当てるかどうかを判断するのは早急である。 
• 大気質モニタリングに関する７つのマニュアルは、

オーソライズ直前であり、これらマニュアルをベー

スとした新しい NOM の最終案が、今年２月頃 SEM-
ARNAT の技術委員会に提出される予定である。 

• メキシコの新政権下において、ほとんどの CENICA
職員は、個人的な理由を除き、離職しないものとさ

れる。ただし、最近のシニアスタッフの退職は、プ

ロジェクト活動の進捗に大きな影響を与えた。 
• メキシコにおいて、深刻な不景気は予測されていな

い。 
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（2）プロジェクト目標 

要 約 指 標 達成状況 

地方自治体 
 
1.最低18の地方ネットワ

ークが大気質の状況に関

する信頼性の高いデータ

を SINAICA を通して提

供していると CENICA に

認められる。 

 まだ開始されていない; いくつかの

地方ネットワークは SINAICA を通

して信頼のおけるデータを提供して

きているが、2007年１月の段階で、

どこの地方ネットワークも定期的に

信頼性の高い大気質モニタリングデ

ータを提供していると CENICA に認

められていない。研修やワークショ

ップを通じて地方ネットワークへの

働きかけを行うとともに、CENICA
が18の地方ネットワークに対してパ

イロット監査を実施し、データの信

頼性について検証する予定である。 

2.最低18の地方ネットワ

ークが、大気質モニタリ

ングデータを対策立案・

評価に活用していると

CENICA に認められる。

 部分的に達成; メキシコ連邦区やト

ルカ、モンテレイ 、プエブラでは、

大気質モニタリングデータを対策立

案・評価に活用している。そのほか

の地方ネットワークに関しては、確

認が必要である。  

プロジェクト目標 
 
メキシコ社会が大気質

モニタリングの重要性

を認識し、地方自治体

が信頼性の高い大気質

モニタリングデータを

提供し、政策立案や評

価に利用できる能力が

向上する。 

3.州政府における環境プ

ログラム管理者が大気質

モニタリングの重要性に

ついての認識を高める。

 部分的に達成; 18の地方ネットワー

クのうち、いくつかの州政府（例え

ば、グアナファト州）では、大気質

モニタリングの重要性についての認

識が高まっている。 
 

市民社会 
4. SINAICA への月ごと

のアクセス数が増加す

る。 

 部分的に達成; 2006年４月から11月

にかけての、SINAICA への月ごとの

アクセス数は、以下のとおり。 
11,813 (April 06), 14,164 (May 06), 
13,849 (June 06), 12,178 (July 06), 
12,376 (Aug. 06), 15,659 (Sep. 06), 
17,042 (Oct. 06), 16,553 (Nov. 06), 
and 16,411 (Dec. 06). 

 

【プロジェクト目標の達成状況】 部分的に達成;これまでに、７つの大気質モニタリングマ

ニュアルが作成されており、残りのプロジェクト実施期間に実施される予定の研修やセミナー、

ワークショップを通じて、より信頼性の高い大気質モニタリングデータの取得がめざされてい

る。また、いくつかの地方自治体は、信頼性の高い大気質モニタリングデータを提供し、政策

立案や評価に利用できる能力を向上してきている。SINAICA へのアクセス数からも分かるとお
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り、メキシコ社会が大気質モニタリングの重要性を認識してきている。今後、メキシコ社会に

おいて更に大気質モニタリングの重要性を認識させるような戦略をつくる必要があろう。 
 

成果における外部条件の状況（中間評価時点） 

• SINAICA システムが長期間ダ

ウンしない。 
プロジェクトの支援により、新しく高性能なサーバーが

SINAICA に導入され、古いサーバーはバックアップとし

て使われている。これにより、SINAICA システムの信頼

性は 向上した。 

 
（3）成果の達成状況 

本プロジェクトにおける６つの成果は、大気質モニタリングマニュアルの作成などおおむ

ね順調に実施されているが、地方展開に関する部分（成果１及び４関連）については、マニ

ュアルのオーソライズの遅れ等から、当初のプロジェクト活動計画に比べると３ヵ月ほど遅

れが生じている。また、一部現状を反映すべく活動の変更が生じており、変更箇所について

は新 PDM に反映されることとなった。一方で、当初の PDM では記載されていなかった活

動からいろいろな成果が現れてきている。特にプロジェクトの成果である７つの大気汚染モ

ニタリングの NOM 化や、CENICA をメキシコにおける度量衡制度のなかに位置づけたうえ

で大気汚染のモニタリングに関する第１次・２次標準ラボとすべく努力が成された点、また

プロジェクト事前協議時には想定されていなかった11の補助的マニュアルやデータ解析ツ

ールの開発等があげられる。これらは、CENICA スタッフと日本人専門家の努力による成果

といえよう。 
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要 約 指 標 達成状況 

1. 大気質モニタリン

グ・データ収集能力が

強化される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1-1 ６冊のマニュアルがプ

ロジェクトの２年目半ば

までに作成されている（①

モニタリング概要、②ネッ

トワークの設計、③機器設

置、④機器操作・維持管

理・校正、⑤品質保証・管

理、⑥連邦政府による監

査）。 
    

 ほぼ達成; ６つの標準マニュアル

はほとんど完成しており、メキシ

コ市や米国環境保護庁（US‐EPA）

からのコメントが出され、その対

応が必要となっている。最終的に

は CENICA の所長によって承認さ

れる。 データ管理のマニュアルを

含む７つのマニュアルは、新しい

NOM 作成に役立っており、新しい

NOM の最終版として、今年２月頃

NOM 技術委員会に提出される予

定である。 
また、当初 PDM の枠組みで規定

されていなかった事項であるが、

維持管理に関する６冊のマニュア

ルが完成し、そのほか、５冊のマ

ニュアル並びに気象機器に関する

１冊のマニュアルが2007年３月ま

でに完成される見込みである。 

 1-2 上記①から⑤について

それぞれ、少なくとも２名

の CENICA 職員がプロジ

ェクトの２年目半ばまで

に大気汚染モニタリング

に関する研修講師を務め

ることができるようにな

る。 
 

 半分達成; マニュアル No.２ （モ

ニタリング・ネットワークデザイ

ン）を除き、CENICA 職員はマニ

ュアル作成の準備にかかわり、そ

れぞれの 課題における研修講師

を務めるべき知識と経験を取得し

た。 
課題 No.２に関しては、現在

（CENICA を含めて）INE 内で関

連のエンジニアを探している段階

であり、2008年３月頃を目途に、

能力向上プログラムを実施する予

定である。2006年12月に CENICA
のシニアスタッフ（副部長）が退

職したことにより、進捗状況に遅

れが生じた。今後の進捗は、新し

く配置される予定の副部長次第で

ある。  
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要 約 指 標 達成状況 

 1-3 少なくとも２名の

CENICA職員がプロジェク

トの２年目半ばまでにモニ

タリングの認証を実施でき

るようになる。 
 
 
 

 部分的に達成; 校正システムの基

準マニュアルとマスタープラン

（M/P）の承認後に、正式に決め

られる。CENICA の職員１名の、

校正技術と知識が強化された。シ

ニアスタッフの退職のため、もう

１名の職員の研修が遅れた。職員

の採用は、進行中である。  
 

 1-4 モデル地方自治体にお

ける既存の大気汚染モニ

タリング局の設置場所の

妥当性がプロジェクト１

年次終了までに評価され

る。 
 

 部分的に達成; ２つ予定されてい

た大気汚染モニタリング局のうち、

サラマンカ市では評価が実施され

た。もう１つのモデル地方自治体

に関しては近々評価を行う予定で

ある。 
 

 1-5 モデル地方自治体にお

ける精度保証 /精度管理

（QA/QC）システムがプロ

ジェクト１年次終了まで

に構築される。 
 

 部分的に達成; 成果１－４と同様

である（サラマンカ市のみ）。正式

な校正過程において QA/QC シス

テムが、検証される予定である。

 

 1-6  CENICA によって実施

される研修を地方ネット

ワークの少なくとも１名

のスタッフがプロジェク

トの２年目半ばまでに受

講している。 
 

 部分的に達成; まず、国レベルの

最初のステップとして、2006年11

月にモニタリングマニュアルに関

するワークショップが開催された。

CENICA は、2007年及び2008年に

も関連のセミナーやワークショッ

プを開催する予定である。 
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要 約 指 標 達成状況 

 1-7 18の地方ネットワーク

において全国標準的なモ

ニタリングを実施するた

めの行動がプロジェクト

の２年目半ばまでにとら

れている。 
 

 部分的に達成; グアナファト州で

は、いくつかの行動がとられてき

た。プロジェクトでは、地方自治

体が主体となったセミナーやワー

クショップを支援するとともに、

2007年１月より、必要な地方ネッ

トワークでの問題解決に向けた詳

細な調査を実施する予定である。

この調査により、今後 CENICA の

必要とするアクションや支援が明

確になることが期待されている。

【成果１の達成状況】半分達成; 限られた CENICA 職員数やシニアスタッフの退職にもかかわ

らず、プロジェクトチームは、大気質モニタリングデータ収集能力の強化に向けて、いくつか

の成果を達成または達成しつつある。成果1-3及び1-7に関して、プロジェクトは詳細な PO を

作成する必要がある。 
 

2. 既存の大気質モニタ

リング機器校正システ

ムが改善される。 

2-1 機器校正システムマス

タープランが、地方ネット

ワークと SEMARNAT との

協議を経て、２年目半ばま

でに最終承認される。 

 ほぼ達成; 近々CENICA 所長によ

って承認される予定。 

 2-2 少なくとも２名の

CENICA職員がプロジェク

トの２年目半ばまでに機器

校正システムに関する研修

講師を務めることができる

ようになる。 
 
 

 開始したばかり; 研修講師を務め

るようになるためには、臨時雇用

ではなく、正式に CENICA 職員と

なり、これまでのプロジェクト参

加経験のうえ、標準作業手順書

（SOP）作成、標準オゾン計（SRP）
設置後の訓練や proficiency test 参
加等が必要とされる。シニアスタ

ッフが退職したことにより、進捗

状況に遅れが生じた。 
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要 約 指 標 達成状況 

 2-3 18の地方ネットワーク

のスタッフが適正なモニ

タリング機器校正方法を

プロジェクトの２年目半

ばまでに修得する。 
 

 部分的に達成; プロジェクトを通

じて強化される CENICA の能力に

より、地方自治体の関連職員は適

正なモニタリング機器構成方法を

習得することが期待される。プロ

ジェクトの残りの期間においては、

正式に承認されるであろう標準マ

ニュアルを用いながら、適正なモ

ニタリング機器校正方法の取得を

めざした関連のセミナーやワーク

ショップ及び研修が、地方ネット

ワークのスタッフ向けに企画され

ている。 

 2-4  CENICA がプロジェク

トの２年目半ばまでに大

気環境測定と機器校正に

ついて ISO17025認証を取

得する。 
 

 開始したばかり; CENICA は、試

験ラボとして ISO17025を認定取

得済み。校正ラボとしては、ラボ

を改築しており、ラボ確定後に認

定を申請する。これまでに3種類の

書類が ISO17025の認定取得に向け

て準備されてきた。 ①QA/QC の
手続き（23SOP 中22が終了）、② 支
援機材の手続き（13 SOP すべて）、

③校正及び基準移転の手続き （10 
SOP 中９が終了）。2008年５月取得

のスケジュールで推進中である。

当初計画になかった追加的な成果

として、2007年１月に署名した

CENAM と INE の協定があげられ

る。これにより、CENICA の第１

次標準ラボ設置に向けた技術的な

支援や関連分野における能力向上

を CENAM が支援することとなっ

た。 

【成果２の達成状況】部分的に達成; ほとんどの関連活動は、プロジェクト終了時までに達成

が見込まれている。CENICA の人員補強に関しても、補充と新規採用が今後の成果達成に欠か

せない（特に成果2-2, 2-3 及び2-4）。もしこれらの条件がプロジェクト実施期間中に満たされ

れば、既存の大気質モニタリング機器校正システムの改善が見込まれる。 
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要 約 指 標 達成状況 

3-1 モデル地方自治体にお

ける既存の大気汚染モニ

タリング局の設置場所の

妥当性がプロジェクト１

年次終了までに評価され

る（1-4と同じ）。 
 

 部分的に達成; 予定の２地方自治

体のうち、サラマンカ市における

既存の大気汚染モニタリング局の

設置場所の妥当性が評価された。

もう１つのモデル地方自治体に関

しては、近々評価される予定（1-4

と同じ）。Hybrid ISC-ST3を用いて、

サラマンカ市で設置場所評価推進

を開始しており、もう１つのモデ

ル地方自治体に関しては、近々評

価される予定。  
 

3-2 気象・光化学・交通・拡

散モデルを使える専門家

群がプロジェクト終了時

までに形成される。 
 

 部分的に達成; レセプターモデル

と Hybrid ISC-ST3 が CENICA に

て紹介され、モデル地方自治体や

ほかの地方都市に応用される予定

である。これまで、CENICA でセ

ミナーが、グアナファト州でワー

クショップが開催され、INE やメ

キシコ国立自治大学（UNAM）か

ら学者や研究者が招待された。更

に CENICA は、気象や光化学モデ

ルに関する能力向上に取り組んで

きている。  
 

3. 大気質モニタリング

を補完する調査が実

施される。 
 

3-3 オゾン前駆体を特定す

るための、対象都市におけ

る 揮 発 性 有 機 化 合 物

（VOC）測定に基づいた科

学的情報がプロジェクト

終了時までに政策決定者

に提出される。 
 

 部分的に達成; 日本人専門家の協

力により、サラマンカ市で既に推

進中であり、プロジェクト終了ま

でにもう１つの地方自治体でも実

施予定である。これまでの日本人

専門家の指導を通じた研究や調査

活動を通じ、CENICA 研究部門の

能力向上が顕著である。ガスクロ

マトグラフ質量分析計（GC-MS）
の導入により VOC 調査研究能力

の大幅な向上が見込まれる。 
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要 約 指 標 達成状況 

3-4 モデル地方自治体にお

ける粒子状物質（PM）2.5

測定に基づいた科学的情

報がプロジェクト終了時

までに政策決定者に提出

される。 
 
 

部分的に達成; 日本人専門家の協

力により、サラマンカ市で既に推

進中であり、プロジェクト終了ま

でにもう１つのモデル地方自治体

でも実施予定である。これまでの

日本人専門家の指導を通じた研究

や調査活動を通じ、CENICA 研究

部門の能力向上が顕著である。

PM1-FDMS といった測定機器を用

いた解析能力が強化されてきてい

る。また、メキシコにおいて、2005

年９月26日に交付され、2006年に

施行された「環境基準の設定され

ていない大気汚染物質（PM2.5）」

の環境基準により、に関する調査

の重要性及び必要性が高まってき

ている。 

【成果３の達成状況】部分的に達成; これまでに、CENICA の人材育成及び解析設備は様々な

調査や研究を通じて向上してきている。これにより、このプロジェクトのみならず SEMARNAT
やメキシコの地方自治体の能力向上にも好ましい影響が出るであろう。サラマンカ市における

調査の結果は、サラマンカ市の大気質向上コントロールをめざし、2007年末のセミナーにおい

て連邦・州・地方政府の関係者を招待し、発表され議論される予定である。またこれらの結果

の一部は、全国の会議やセミナーにおいてプロジェクト３年目に発表される予定である。今後、

地方自治体における大気汚染問題に取り組むうえで、現在ある CENICA の２つの部門〔UAM-I
と CENICA テカマチャルコオフィス（CENICA Tecamachalco）〕における相乗効果が期待できる。

4-1 データ管理解析マニュ

アルがプロジェクトの２

年目半ばまでに作成され

る。 

 ほぼ達成; データ管理マニュアル

が作成され、承認前である。追加

活動として、データ解析ツールが

再委託で作成中であり、対策立

案・評価に活用されることが期待

されている。 

4. 大気質モニタリング

データの管理及び解

析能力が強化される。 

4-2 少 な く と も ２ 名 の

CENICA職員がプロジェク

トの２年目半ばまでにデ

ータ管理・解析に関する研

修講師を務められる。 

 半分達成;１名の CENICA 職員が

マニュアル作成に携わり、更に本

邦研修を受けた。もう１名の担当

職員の任命が急務である。  
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要 約 指 標 達成状況 

4-3 大気質管理方法が、パイ

ロット都市におけるデー

タ管理解析結果に基づき、

プロジェクトの２年目半

ばまでにレビューされる。

 まだ開始していない; 実施が遅れ

ているが、大気質管理方法が、プ

ロジェクト終了時までにレビュー

される。  

【成果４の達成状況】半分達成; CENICA の配属スタッフ不足等で遅れが生じたが, プロジェク

ト終了時までにメキシコにおける大気質モニタリングデータの管理及び解析能力が強化される

ことは可能である。ただし、CENICA の組織改革計画（少なくとも新しいポストの追加）やス

タッフのスムーズな採用が条件となる。  

5. 一般市民及び政策策

定者の大気質に関す

る情報へのアクセス

が改善される。 

5-1 SINAICA のリアルタイ

ムデータ伝送率がプロジ

ェクトの２年目半ばまで

に増加する。 

 ほぼ同じ; 2007年１月現在、伝送

率はほとんど増加していない。ち

なみに2006年10月には、SINAICA
のリアルタイムデータ伝送率が

68％、2006年12月には70％であっ

た。その原因はほぼ解明されてい

るが、関連のワークショップを開

催し、問題の解決に取り組むべき

である。  

 5-2 新たな６地方自治体が

プロジェクトの２年目半

ばまでに SINAICA へ接続

する。 
  

 達成済み; 2007年１月までに、６地

方自治体（４ヵ所が自動； Gomez 
Palacio and Durango ［Durango 州］、

San Luis Potosi 及び Silao、２ヵ所

が手動；Torreon 及び Tula-Tepeji）
が新たに接続し、2008年10月まで

には更に接続されるものとの予想。

 5-3 SINAICA の Web ページ

を公開するディスプレイ

などの大気質情報伝達シ

ステムがプロジェクト２

年目半ばまでにモデル都

市において整備される。 

 部分的に達成; INE-グアナファト

との共同で、サラマンカ市にこれ

まで４つのコンピューター・ディ

スプレイが設置されている。 

 5-4 地方自治体の環境プロ

グラム統括者の半数以上

が本プロジェクトの結果

についてのセミナーに参

加する。 

 まだ開始していない; プロジェク

ト終了時までにセミナーを開催予

定。事前の周到な準備が欠かせな

い。 
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要 約 指 標 達成状況 

【成果５の達成状況】部分的に達成; 中間評価の段階において、一般市民及び政策策定者の大

気質に関する情報へのアクセスは一部改善きているが、成果１の伝送率の向上等課題もある。

SINAICA の内容が CENICA の努力により改善されてきており、SINAICA へのアクセス数が約

15％増加した。  

6. PNMA2007～2010が

作成される。 
6-0 PNMA2007～2010がプロ

ジェクト２年目半ばまでに

作成される。 

 まだ開始していない  

【成果６の達成状況】まだ開始していない;   メキシコ側が POPs も含めて取り組みたいとい

う希望を表明しているが、日本側では基準物質のみを想定している。協力内容や双方の分担に

ついて至急協議のうえ、合意し、作業を開始する必要がある。 

活動における外部条件の状況（中間評価時点） 

1. 委員会によって選択されたモデル

都市がプロジェクトに参加する。 
 不確定; サラマンカ市は参加を表明しているが、他

の都市に関してはまだ定かでない。  

2. 地方自治体のキャパシティ・ビル

ディングの研修講師となる

CENICA 職員が離職しない。 

 不達成; 新しいメキシコの政権において、多くの職

員は個人的な理由を除き、離職しないと考えられる。

しかし、2006年12月にシニアスタッフが退職したこ

とは、プロジェクトの進捗に大きな影響を残すこと

となった。 

前提条件の状況 

1. プロジェクト実施期間中、

CENICA に対して財政的支援及びス

タッフの配置がなされる。 

 ほぼ達成; 要請がなされていた支援に関しては、ほ

とんどが実現された。 
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２－４ 成果ごとの進捗度と今後の予定（課題） 

 ６つの成果は、大気質モニタリングマニュアルの作成などおおむね順調に実施されているが、

地方展開に関する部分（成果１及び４関連）については、マニュアルのオーソライズの遅れ等か

ら、当初のプロジェクト活動計画に比べると３ヵ月ほど遅れが生じている。また、一部現状を反

映すべく活動の変更が生じており、変更箇所については新 PDM に反映されることとなった。一

方で、当初の PDM では記載されていなかった活動からいろいろな成果が現れてきている。特に

プロジェクトの成果である7つの大気汚染モニタリングマニュアルの NOM 化や、CENICA をメキ

シコにおける度量衡制度のなかに位置づけたうえで大気汚染のモニタリングに関する第１次・２

次標準ラボとすべく努力がなされている点、またプロジェクト事前協議時には想定されていなか

った11の機材整備マニュアルやデータ解析ツールの開発等があげられる。これらは、CENICA ス

タッフと日本人専門家の努力による成果といえよう。 
 以下に各成果の進捗と今後の予定（課題）を示す。 
 
（1）成果１（大気質モニタリング・データ収集能力が強化される）にかかわる活動 

成果１は、①既存マニュアル案の修正及び最終化、②地方自治体の能力強化、③地方自治

体に対する機材整備・人員配置の働きかけ、という活動から構成されており、中間評価の段

階では、ほぼ半分程度が達成されているといえる。作成のプロセスとして現場の実情を反映

させるため当初は地方自治体職員からなるワーキンググループを組織し、そのなかで検討す

る予定であったが、諸事情から実現しなかった。今後モニタリング現場に適用しながらの改

訂が必要となってくる。 
マニュアルについては、既存のマニュアル案等を用いて作成し、オーソライズ直前である。

US‐EPA やメキシコ市からコメントが出されているが、現在、その対応がプロジェクト内で

検討されているところである。一方、当初 PDM の枠組みで規定されていなかった事項とし

て、マニュアルの一部が NOM 化されることとなっており、NOM の最終案が2007年２月に

NOM 技術委員会に提出される予定である。 
また、できあがったマニュアルに沿って地方都市におけるモニタリングを実施するのに必

要となる機材整備と人員配置については、人員が不足していることから、C/P の増員を

CENICA が INE を通じて要望している。モデル地方自治体としてグアナファト州サラマンカ

市が選定され、モニタリング地点の評価なども実施されており、その他のモデル地方自治体

についても早急の選定も行い、関連の活動に取り組む予定となっている。 
 
（2）成果２（既存の大気質モニタリング機器校正システムが改善される）にかかわる活動 

成果２は、①既存の大気質モニタリング機器校正システムを改善するための M/P の作成、

②CENICA の大気質モニタリング機器校正能力の強化、③地方自治体の能力強化、④CENICA
による校正ラボとしての ISO17025取得、という活動から構成されており、一部達成されてい

るといえる。 
M/P は、CENICA を校正ラボとして位置づけ、大気質モニタリングのトレーサビリティを

確保するための体制整備と、地方モニタリング網に機器校正の実施を義務づけるしくみの整

備について、具体的な道筋を明らかにするものであり、ほぼ完成している。この M/P に基づ

いて、CENICA が校正ラボとして機能するために必要な機材の整備と人材育成に関しては、
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部分的に達成されている。CENICA の大気質モニタリング機器校正能力の強化に関しては、

施設改善において CENICA 独自の予算で対応し校正ラボのスペースを確保し、日本側から供

与機材（SRP）の納入を待っている。 
また、ISO17025取得に向けて、CENICA 研究部門からも支援を受け、機材取り扱いや校正

方法等の SOP を作成してきており、46の SOP 中、44の SOP 作成が終了しており、ISO17025

の認証取得は2008年５月頃を想定している。成果２に関しては、日本人専門家が数少ない

CENICA スタッフとともに取り組んできたこともあり、成果達成に向けて CENICA 正規職員

の増員が欠かせない。 
なお、CENAM は、CENICA がオゾン計についての１次標準ラボになるに向けて、技術的

な支援や関連分野における能力向上において支援することになっており、その旨 CENAM 長

官と INE 長官の間でレターが交わされている。 
 
（3）成果３（大気質モニタリングを補完する調査が実施される）にかかわる活動 

成果３は、①大気質モニタリングネットワーク設計に関する研究、②大気シミュレーショ

ンモデルを利用したモニタリングデータの効果的な活用に関する研究、③光化学スモッグに

関連する VOC の測定とその影響についての研究、④環境基準の設定されていない大気汚染

物質（PM2.5）の測定についての研究、という活動から構成されており、成果は一部達成さ

れている。 
CENICA の大気部門は、地方自治体における大気質モニタリングネットワーク構築を推進

する部門（大気測定汚染物質分析同定部）と、汚染物質の測定分析や動態解明などの研究を

行う部門（大気汚染研究部）に別れていることから、主に後者に関する活動を成果３にまと

めている。 
これまで、調査はサラマンカ市において実施されてきており、2007年度から他のモデル地

方自治体においても実施が計画されている。また、成果として研究部門の能力向上が顕著で

あり、日本人専門家の指導の下、高度な機材を使用した解析能力も強化されてきている。 
地方自治体における大気質モニタリングネットワーク構築を推進する部門に関しては、プ

ロジェクトでモデル（Hybrid ISC-ST3）を構築し、サラマンカ市における大気汚染物質の光

化学的変化・移動・拡散のシミュレーションを実施した。これらモデルを利用できる人材を

育成することが、今後の課題となっている。また、②に関しては、③及び④を実施するうえ

で関連機関から大気汚染に関する技術者や政策立案者を幅広く招聘している。 
 
（4）成果４（大気質モニタリング・データの管理及び解析能力が強化される）にかかわる活動 

成果４は、①データの管理解析マニュアル案の作成、②地方自治体のデータ管理解析能力

の強化、という活動から構成されており、①はほぼ達成されており、CENICA の職員１名が

標準マニュアルの作成や本邦研修を通じて講義をできるようなレベルに達している。一方で

②に関しては本邦研修を受けた CENICA 職員を中心に、プロジェクト後半において、更なる

努力が必要とされている。 
なお、当初の PDM では記載されていなかった項目として、モニタリングデータ解析ツー

ルの作成があげられる。本ツールは地方自治体において得られたデータを基に様々な条件で

の解析を助けるものであり、マニュアルを補完する位置づけにある。 
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（5）成果５（一般公衆及び政策決定者の大気質に関する情報へのアクセスが改善される）にか

かわる活動 
成果５は、①SINAICA を通した大気質関連情報提供能力の改善、②モデル地方自治体への

大気質関連情報提供媒体の導入、③プロジェクト成果を発表するセミナーの開催、という活

動から構成され、情報へのアクセスに関して著しい改善はみられていない（ちなみにデータ

送信率は2006年10月に68％、12月に70％となっている）。 
一方で、ローカルネットワークに参加する地方自治体は、増加しており、これまでに自動

モニタリングを実施している４都市並びに手動モニタリングを実施している２都市が新たに

加わり、６都市という指標は既に達成されている。 
また、サラマンカ市では、CENICA の協力の下、グアナファト州 INE により、市内４ヵ所

にコンピューターディスプレイを設置し、住民に大気質関連情報を提供してきている。 
さらに、プロジェクト終了時までの期間において、一般公衆及び政策決定者を対象にした

大気質に関するセミナーも計画されており、一般公衆や政策決定者の大気質関連情報へのア

クセス改善を通じた更なる啓発普及が期待されている。 
 
（6）成果６（PNMA2007～2010が作成される）にかかわる活動 

成果６は、①計画案の作成、②関係者との計画案の協議、③INE と SEMARNAT による計

画承認、という活動から構成される。基準物質のみならず、VOC や PM などの有害物質をこ

の PNMA に含めるか否かが協議のなかでも議論となったが、専門家チームの成果６に対する

アサインはあくまで基準物質についてであること、有害物質の一般環境モニタリングについ

てはその手法などについて世界的にもまだ議論が尽くされていないことから、今回のプロジ

ェクトでは基準物質のみを対象に PNMA を作成することとなった。 
 
２－５ 専門的見地からみた全般的なプロジェクト進捗状況について（若松団員執筆） 

（1）標準大気質モニタリングマニュアルの作成、校正ラボの準備 
いくつかの変更はあったものの、おおむね当初の計画に沿って順調に進行しているといえ、

今後の成果が期待できる。 
 

（2）モデル地方自治体におけるモニタリング地点の検討について 
日本側専門家チームの提案が、必ずしも CENICA 側全員に十分に具体的に理解されていな

い部分があると思われるので、指導・研修を深めるとともに、CENICA 側からの提案につい

ても意見交換・学習・指導を深める必要がある。基本的にはよい成果が出ていると考えられ、

更なる技術移転の継続が期待される。 
 

（3）光化学オゾンや PM2.5等の二次生成大気汚染物質について 
標記物質については、年平均値の評価では対応できない部分があると思われるので将来的

には、短期的な評価も必要である。これに対応できる非定常モデルの学習や利用に関しては、

大学との交流も始まっているようなので、これに対しての援助・指導を行うことが肝要であ

る。フォートランの実習等は、非定常モデルの技術習得にも不可欠であるので、プロジェク

トが実施しているフォートランの講習会には CENICA の大気測定・汚染物質分析同定部のみ
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ならず大気汚染研究部の関係者にも更に粘り強く参加を呼びかける必要がある。 
 

（4）CENICA 大気汚染研究部の関係者の関与について 
CENICA 大気汚染研究部の関係者が積極的にプロジェクトに参加するようになってきたの

は、高く評価できる。これには、継続して説得してきたことをうけての CENICA 大気汚染研

究部側の意識の向上とともに、JICA からの機材供与と溝畑教授、田中教授の指導が大きく貢

献していると考える。また、PM2.5や VOCs の測定技術向上、リセプターモデルによるデー

タ解析技術等は、モニタリング地点評価等に大きく貢献するので、CENICA 大気測定・汚染

物質分析同定部と大気汚染研究部との協力関係の構築に向けて今後の更なる指導・協力を日

本側プロジェクト担当者に期待する。今後は、モデル地方自治体（サラマンカ市など）にお

ける調査・解析の中で、積極的にその成果を活用していく必要がある。測定・解析技術を通

じての、地方自治体への技術移転は極めて有意義である。 
 

（5）メキシコの実態に即した支援・協力 
当初から計画され、現在実施されているモニタリング内容は、既存のモニタリング実施地

域を対象としており、比較的レベルの高いものである。当初はメキシコ側もそれを強く求め

ていたが、これと同時に現実的な課題として、全く測定・モニタリングが実施されない地域

や、発生源等の関連情報もない地域における対応等に関する手法開発への要請がこの度新た

に寄せられた。今後は、この点に関しても検討の余地があると思われる。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価結果の総括 

3－1－1 中間評価調査全般について 
フェルナンデス INE 長官、グティエレス CENICA 所長をはじめとするメキシコ側プロジェク

ト関係者との協議は、1995年以来の協力実績に基づく良好な信頼関係もあり、円滑に進んだ。

長官、所長からは、今回の協力においてもその内容が質、量ともに十分に高いものであるとし

て感謝が述べられた。今回中間評価において最大の懸案であった人員の増強については、調査

団からの問題提起に先んじて、グティエレス所長よりプロジェクトの円滑な実施の障害となっ

ている旨発言があり、３名増員のための財務省協議を実施したこと等具体的にメキシコ側の努

力が示された点は評価に値する。本件については、JCC の場で、フェルナンデス長官からも、

財務当局との交渉において最大限の努力をしていく旨明言された。 
また、コントレラス SEMARNAT 大気質行政・排出登録汚染物質取引局長、ロハス INE 都市・

地域・地球汚染研究局長、CENAM のミタニ物質度量衡局長、グアナファト州 INE エンリケ長

官等プロジェクトの政策的なキーパソンからも本プロジェクトに対して、協力開始前にも劣ら

ない強い期待と支持が具体的に確認できたことは、2006年12月の政権交代後も政策的支持が継

続されていることを確認できたことを意味し、プロジェクトの政策的な妥当性の高さを確認で

きた。 
なお、プロジェクトの実務的な責任者の１人であるマルティネス CENICA 大気測定・汚染物

質分析同定部長が、体調不良のため評価への参加が１月19日からと遅れた点は、評価調査の進

捗を一定程度遅らせ、今後のプロジェクト活動の打合せが十分にできなかったことを付言して

おく。 
 

3－1－2 中間評価結果について 
本プロジェクトは、大気質モニタリングに関する①連邦政府レベルの能力強化、②地方自治

体レベルの能力強化という２つの主要なコンポーネントによって成り立っている。この２つの

成果に関連して、政策決定者や市民の大気汚染モニタリングへの喚起も意図されている。プロ

ジェクト前半では サラマンカ市でのパイロット的な活動を含み CENICAを中心とした連邦レ

ベルの能力強化を重点においてきたが、その進捗については、おおむね順調であることが確認

できた。 
高く評価できる点としては、当初 PDM の枠組みでは規定されていない事項についても、

CENICA スタッフと専門家の努力によって成果が出ていることである。特に、プロジェクトの

成果である７つの大気質モニタリングマニュアルの NOM 化や CENICA をメキシコにおける度

量衡制度のなかで明確に位置づけ、大気質モニタリングに関する校正ラボとすべく努力がなさ

れている点は、プロジェクトの自立発展性を高めることに繋がり極めて重要である。また、メ

キシコの現状にかんがみ11の補助的なマニュアルや大気汚染の傾向を容易に把握しやすくする

等のデータ解析ツールも開発されていることは、専門家チームの現場重視志向の表れとみて取

ることができ、高く評価できる。 
一方、今回主要な C/P となっている CENICA 大気測定・汚染物質分析同定部の能力不足等も

あり、一部に遅れが出ている。同部は、従来 JICA の協力対象になっていた大気汚染研究部と
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は異なり、2002年の設立から日が浅いため十分組織的に稼動しているとはいいがたい点が専門

家から報告されている。現在では、部長を支えていたベテランのサラゴサ副部長の2006年12月

の退職もあり、校正ラボをめざすとの観点からの経験と知識が十分高い正規職員が部長ほか２

名しか存在しないのが実態である（全体６名在職）。この点については CENICA 側も危機感を

有しており対策を講じている。人員については、２月の雇用をめざした副部長後任の公募、臨

時職員３名の雇用を行った。早急な人員増の実現が難しいなか、少ない人員をカバーするため

の措置もとられている。CENICA の校正ラボ能力の強化のための ISO 取得については、既に取

得実績のある大気汚染研究部から組織内支援を受けて実施されている。また、CENICA が大気

質モニタリングの標準ラボになるための支援協定が INE-CENAM 間で締結される予定である。 
プロジェクト目標や上位目標の達成に向けて、いくつか好ましい動きも把握できた。政策的

には、SEMARNAT による2009年制定をめざした新国家大気質管理法が重要である。現在の構

想では、生態保全と環境保護一般法（LGEEPA）では十分でない地方自治体による大気質モニ

タリングの義務の明確化（50万人以上の都市における義務化）が規定される方向とのことであ

った（コントレラス SEMARNAT 大気質行政・排出登録汚染物質取引局長）。SEMARNAT、INE
としては、本法の制定を大統領の政策目標レベルに位置づけたいとの意向であり、これが実現

すれば本プロジェクトの妥当性はさらに高まる。また、地方自治体レベルの動きとしては、サ

ラマンカ市を含む５つの大気質モニタリングネットワークが属するグアナファト州のエンリケ

INE 長官より、プロジェクトに対する強いコミットメントが得られた点は、後半に向けてよい

スタートを切れたといえる。特に、今年度本邦研修を受けたクラウディア大気質改善コーディ

ネーターが日本の経験を基に、①地方独自の環境基準の設定のための議会への働きかけによる

大気質調査のための追加予算の獲得、②機材のメンテナンス体制の改善、③光化学スモッグ警

報伝達の迅速化等の措置がとられたことは、他の州にも大変に刺激になるエピソードである。 
 

3－1－3 （評価結果を踏まえた）PDM の変更について 

今回の調査を通じて CENICA 側と PDM の妥当性についても協議を行い、プロジェクトの進

捗状況やプロジェクトの現場の状況、CENICA の現在の能力等を考慮した結果、指標の明確化

や期限の延長等 PDM を付属資料９及び10のとおり変更することで合意した。 
なお、成果1-2、1-3、2-2及び4-2についてはそれぞれ「CENICA 職員２名」を指標としてい

るが、調査団よりプロジェクトの進捗状況をかんがみ、「１名」と変更するよう打診したところ、

プロジェクト・ダイレクターである INE 長官を含め CENICA 側から職員の増員を実現すべく努

力しているところであり、「２名」のままで残すべきであると強く主張したため、現行 PDM の

とおり「２名」を成果指標として残すことで合意した。 
 

3－1－4 今後のプロジェクト展開について 

プロジェクト後半では、これまでの成果を基に、地方自治体の能力強化に力点が移っていく。

メキシコは連邦制であることから、地方自治体に問題があってもこの改善を指示する連邦政府

の権限は限られていることから、地方自治体によっては様々な困難が予想される。この１月か

ら実施される地方自治体の詳細実態調査を踏まえいかに戦略的に大気質モニタリングの強化を

働きかけるかが鍵となる。CENICA の研修・研究部門はもとより、既に高い能力を有している

地方自治体等メキシコ内リソースの動員が重要である。また、もう１ヵ所のモデル地方自治体
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の選定も、残る州の大気質モニタリング強化への動機づけ強化との観点から戦略的に行う必要

がある。 
こうした地方への働きかけを SEMARNAT や INE 等の連邦政府関係機関とスクラムを組んで

実施しつつ、既存のマニュアルをより使いやすくするための改訂や、CENICA スタッフの能力

強化も同時並行的に実施されていくことも重要である。人員増の実現には楽観的な見通しは立

たないが、連邦レベルの制度基盤の更なる強化を図ることで、一定程度の自立発展性は確保で

きるものと思われる。メキシコの大気汚染防止の強化に向け、法体系より制度を見直すとのタ

イミングはプロジェクトにとっても追い風であり、後半は地方への展開等さらに手間がかかる

活動が多くなるが、この流れを十分に生かし活動することが重要である。 
 
３－２ 評価５項目による分析 

3－2－1 妥当性（Relevance） 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が非常に高いと考えられる。 
（1）相手国のニーズに合致しているか 

地方部へと広がりをみせているメキシコの大気汚染を改善するためには、科学的な情報

に基づいた適切な対策を立案する必要がある。そのためには、的確な現状把握をすること

が必要とされており、本プロジェクトがめざす「全国における大気質モニタリング強化」

は、そうした政策的ニーズに合致している。 
また、2006年12月に誕生した新政権下では、大気汚染問題は最優先課題の１つと認識さ

れており、SEMARNAT は大統領の政策目標の１つとして「新国家大気質管理法」を2009

年までに導入することを検討している。その法律のなかでは、人口50万人以上の地方自治

体に大気質モニタリングの導入を義務化することを検討している。こうしたことから、全

国における大気質モニタリングに対する政策的支持はプロジェクト開始当初より強化され

ており、妥当性は高まってきているといえる。 
 

（2）対象地域やプロジェクトのアプローチは妥当であったか 
メキシコの生態系保全と LGEEPA は、地方自治体に、SEMARNAT の技術支援を受けつ

つ、大気環境モニタリング・システムの構築及び運営を行うよう義務づけている。2003年

には「PNMA」も作成され、大気質モニタリング能力の向上に向けた活動が推進されてお

り、連邦政府を通した地方自治体の能力強化を行うことは妥当であるといえる。 
また、PM2.5に関する環境基準が2005年９月26日に公布され、2006年に施行されたこと

により、プロジェクトの成果３の重要性や必要性が高まってきている。 
 

（3）妥当性に欠いた点や事前評価以降のプロジェクトを取り巻く環境の変化はないか 
政権交代による政策変更は、省レベルでは見当たらない。プロジェクト・ダイレクター

（INE 長官）やプロジェクト・マネージャー（CENICA 局長）は、双方ともに継続勤務し

ている。ただし、メキシコ側のスタッフ配置については、次第に人員不足が明らかとなり、

校正ラボ等で実務の中心となっていたシニアスタッフが退職するなどの問題が生じ、軌道

修正が必要となった。 
一方で、プロジェクトを取り巻く環境は好転しており、例えば、CENAM は、CENICA
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にオゾンの第１次標準を設置するにあたり、技術的な支援や関連分野における能力向上に

おいて支援することになり、近日中に INE と CENAM は協定を結ぶ予定となっている。 
 

3－2－2 有効性（Effectiveness） 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が高いと考えられる。 
（1）プロジェクト目標の達成の見込みはあるか 

プロジェクトにおいて、CENICA スタッフは日本人専門家の指導の下、マニュアルやガ

イドライン作成に携わり、技術移転を受けていることから、徐々に CENICA 全体の能力向

上が進んでいる。地方自治体のモニタリング能力向上や政策能力、研究水準の向上を図る

うえで、CENICA は、地方自治体を指導していくことが期待されており、プロジェクト終

了時までにプロジェクト目標が達成される見込みはあると考えられる。 
ただし、メキシコ連邦政府は、地方自治体に対して命令権限をもっておらず、 CENICA

はモニタリングを十分に実施していない地方自治体にその適正な実施を強制する権限を有

していない。こうした制約のなか、これまでの成果を生かしていかに地方自治体にインセ

ンティブのある形で適正な大気質モニタリングの導入を働きかけるかが今後の課題である。 
 
（2）プロジェクト目標の達成、成果の達成を阻害する要因はあるか 

シニアスタッフの退職や CENICA スタッフの不足は、プロジェクト目標の達成に対して

不透明性を与えているが、今後代わりの人員と３つの新規ポストを早急に確保し、CENICA
の正規職員を増員することで、遅れを取り戻すことは可能である。 

 
（3）成果はプロジェクト目標を達成するために十分であるか 

プロジェクト目標の達成に必要な成果（モニタリング能力の向上と情報発信能力の向上）

が設定されており、因果関係が認められる。 
 

3－2－3 効率性（Efficiency） 

本プロジェクトは、以下の理由から効率性がある程度高いと考えられる。 
（1）アウトプットの達成度は適切か 

これまでの活動で、CENICA を中心に連邦レベルの大気汚染モニタリング体制の強化が

図られてきた。つまり、今後、国家規格を策定していくうえでの基礎となる、７つの標準

マニュアル（成果１、４）が作成され、CENICA のこれらのマニュアルを普及するための

能力や（成果１）や校正能力の強化（成果２）が図られてきた。モデル地方自治体である

サラマンカでは、モニタリングの地点評価（成果１、３）や VOC や PM の調査も行われ

た（成果３）。 
一方で、他のモデル地方自治体での活動や CENICA スタッフの能力向上とローカルネッ

トワークへの能力開発のための活動には遅れが出ている。これらの遅れについては、当初

PDM では規定されていなかった活動を行い、成果を出していることから正当化できるもの

である。具体的には、メキシコの実情を踏まえたうえで必要であることが判明した大気汚

染測定機材マニュアル（全11種）、大気汚染施策や評価へ大気汚染モニタリングデータの活

用を促進する大気汚染データ解析ツールの作成、マニュアルの承認に際しての US‐EPA
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との協議等の活動等である。 
CENICA スタッフの育成については、シニア職員が2006年12月に退職をしたことでその

達成の見込みが非常に不透明になっているものの、CENICA では後任のリクルートを行っ

ている（早ければ今年２月に雇用）ことに加え、正規職員３名の増員のための交渉もして

おり、改善に向けた努力が十分になされている。 
 
（2）量・質の投入（日本側及びメキシコ側）は十分であったか  

標準ラボをめざすとするビジョンから判断すると、現状の CENICA 側の投入は十分では

ない部分があるが、３名の臨時職員の雇用の実現、３名の正規職員の増員要求等、連邦政

府として人員増が困難な状況の中改善すべく努力が払われている。VOC や PM に関し、派

遣された日本人専門家は積極的なアドバイスを行い、CENICA 研究部門の能力向上に寄与

している。 
 

（3）投入のタイミング 
メキシコ内でのマニュアルや M/P の承認プロセスにおいて調整が必要で、当初計画以上

に時間がかかっている部分があるが、日本人専門家の派遣や機材の投入、プロジェクト予

算の準備等が、適切なタイミングでなされてきている。また、メキシコ側による校正ラボ

構築のための改築工事は非常にタイミングよく実施された。 
 

（4）外部条件 
設定されている外部条件のなかでも特に重要な「CENICA 職員が離職しない」が、2006

年12月のシニアスタッフの退職により満たされていない状況にある。しかしながら上述の

ような努力がメキシコ側では行われている。 
 

3－2－4 インパクト（Impact） 

本プロジェクトは、以下の理由からインパクトが高いと考えられる。 
（1）上位目標はプロジェクトの効果として発現が見込まれるか 

本プロジェクトの上位目標は「メキシコ社会の大気環境管理能力が向上する」ことであ

り、具体的には次のような状態を指す。 
・連邦及び地方政府による効果的な大気汚染管理施策が立案、実施、評価される 
・大気汚染による住民への健康リスク、生態系への影響、経済的損失が把握される 
・必要な時に大気汚染緊急対策計画が適用される 
・一般市民及び政策決定者の大気管理施策への支援が高まる 

これらは現時点では発現していないものの、プロジェクト終了後一定期間の後には、プ

ロジェクトの効果としての上位目標の発現が見込まれると思われる。 
現段階における本プロジェクトの主な受益者は CENICA やいくつかの地方自治体（例；

グアナファト州）である。グアナファト州のサラマンカ市においては、2006年度の本邦研

修を受けた大気質改善コーディネーターが、日本の経験を基に、①地方独自の環境基準設

定のための働きかけによる大気質調査のための追加予算の獲得、②機材のメンテナンス契

約の見直し、③緊急事態発令の迅速化のための改善（携帯電話の使用）等の措置をとるな

－28－



ど、上位目標の達成に向けた好ましい動きがみられる。また、データの品質管理について

使用していたチェックリストの見直しが必要であることが判明し、日本人専門家の下で新

しい QA/QC システムを作成するなどの動きもみられる。 
 

（2）波及効果は想定されるか 
本プロジェクトでは、成果である７つの大気汚染モニタリングの NOM 化や、CENICA

をメキシコにおける大気汚染のモニタリングに関する第１次・２次標準ラボとすべく努力

がなされており、大気質モニタリング分野における CENICA の存在感が高まってきていて

いる。また、SEMARNAT では、大統領の政策目標の１つとして新国家大気質管理法を2009

年までに導入することを検討しており、その法律のなかでは人口50万人以上の都市に大気

質モニタリングを導入することを検討している。これらが成立した暁には、プロジェクト

のインパクトは一層強まることが期待される。 
 

（3）プロジェクトの計画時には予期しなかった正・負の効果が想定されるか  
計画時においては、大気汚染研究の推進は、CENICA の大気汚染研究部を中心としたも

のを主に想定していたが、モデル地方自治体のグアナファト州で CENICA が大気汚染分析

所の設立を支援し、地方での大気汚染研究を促進している。大気汚染モニタリングのみな

らず、研究部門でも地方への技術支援が行われることは、上位目標の２によいインパクト

をもらすことが期待できる。 
 

3－2－5 自立発展性（Sustainability） 

本プロジェクトは、以下の理由から自立発展性が高いと推定される。 
（1）人的側面 

CENICA は、1995年以来 JICA の技術協力プロジェクトを通じて様々な実績をあげてき

ている。特に CENICA をメキシコにおける度量衡制度のなかに位置づけたうえで大気汚染

のモニタリングに関する第１次・２次標準ラボとすべく、研究及びモニタリングの両部門

において能力向上が図られてきている。したがって今後とも、CENICA のスタッフにより、

メキシコにおけるより効果的な大気汚染管理をめざした活動を継続されていくと思われる。 
 

（2）組織・制度的側面 
本プロジェクトは、CENICA が準備・計画し、INE と SEMARNAT が承認した PNMA に

基づいており、プロジェクトのオーナーシップは CENICA にある。CENICA は、2003年か

ら PNMA を実施してきており、ローカルネットワークにおける校正サービスを供与するた

めに校正ラボを改築するなど、財政的及び人的支援を行ってきている。CENICA の組織的

改善をめざすうえで、３名の正規職員の増員要求等、改善すべく最大限の努力が払われて

おり、実現されれば、プロジェクトの持続性が高まるものと思われる。 
 

（3）財政的側面 
地方自治体においては、測定局設置、運営費用等の捻出に向け、大勢として厳しい状況

が続くが、CENICA の財政的な持続性は十分に高いといえる。予算獲得において、CENICA
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はこれまでもたゆまぬ努力を続けてきている。 
 

（4）技術的側面 
資器材の維持管理は CENICA により、適切に行われてきている。プロジェクトにより購

入された機器の保守管理については、SRP のような高度な機種において定期的な点検が欠

かせないことを、日本側もメキシコ側もきちんと認識しておく必要がある。適切な維持管

理を今後も継続していく上で、メキシコにおける納入業者や他のラボなどとパートナーシ

ップを結ぶことが必要であろう。 
大気質モニタリングマニュアルは、組織的承認後、NOM 化が予定されており、移転さ

れた技術や知識の継承が見込まれる。今後はマニュアルの定期的な改訂についても留意す

る必要がある。 
CENAM は、CENICA の第１次標準ラボ設置に向けてオゾン測定における技術的な支援

や関連分野における能力向上において支援することとなり、校正ラボとしての自立発展性

が一層高まると考えられる。 
 
３－３ 結 論 

プロジェクト開始から15ヵ月経った今、計画されていたアウトプットはほぼ達成されていると

言える。いくつかのアウトプットでは遅れがあるものの、大気汚染モニタリングマニュアルの

NOM 化、CENICA の校正ラボ化や VOC、PM2.5に関する調査研究能力の向上など、プロジェク

トの当初計画になかった追加的なアウトプットで強化されている。 
プロジェクトに対する政策的支持は政権交代にもかかわらず維持されており、新政権下では大

気汚染問題は最優先課題の１つとして認識されているため、国家大気質プログラムに対する省レ

ベルの政策的サポートは強化されているといえる。SEMARNAT は大統領の政策目標の１つとし

て新国家大気質管理法を2009年までに導入することを検討しており、その法律のなかでは人口50
万人以上の都市に大気質モニタリングを導入することを検討している。これらのことから、プロ

ジェクトの妥当性は高まってきているといえる。 
一方で、CECNICA の中核であったシニアスタッフの退職はプロジェクト活動の進捗に大きな

影響を与えているが、CENICA はその空席を埋め、その影響をできるだけ小さくするべく、行動

を起こしている。 
これまで本プロジェクトは CENICA 等の連邦レベル機関の能力向上に焦点をあててきた。プロ

ジェクトの残りの期間においては、これまでの成果を生かして、地方自治体レベルにおける戦略

的行動がとられるべきである。そうすればプロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成され

るものと思われる。 
 

３－４ 提言と教訓 

3－4－1 提 言 

（1）いくつかのプロジェクト活動の遅れにより、プロジェクト活動とスケジュールを変更す

る必要があり、PDM は変更する。さらに、プロジェクトはプロジェクト目標の効率的な達

成のためのアクションプランと関連して、地方自治体の能力向上のための戦略的計画を早

急に作成するべきである。 
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（2）CENICA の１つの空席と３つの新しいポストの承認状況を踏まえ、新しい PO を2007年

３月までに作成する必要がある。 
（3）CENICA の大気質管理に関する１次・２次標準ラボ構築のための能力向上は引き続き強

化すべきである。 
（4）新政権下では、大気質管理に関する新しい政策や法律が導入される予定である。プロジ

ェクトチームはプロジェクト活動と政策の流れのシナジー効果得るため、より注意を払う

必要がある。 
（5）合同評価の協議のなかで、メキシコ側はプロジェクトのなかで作成されているマニュア

ルは自動大気質モニタリングに関するものであり、メキシコにおいて依然として広く使わ

れている手動モニタリングに関するものではないことを改めて指摘した。メキシコの地方

モニタリングネットワークを強化するためには、CENICA は全浮遊粒子状物質（PST）や

PM10を測定するための更なるマニュアルが必要であると新たに提案した（この議論につい

ては、日本側から、これらのマニュアルは日本にも存在せず、測定方法に関する議論もさ

れている最中であるので、この時点でマニュアルを作成するのは時期尚早である旨説明し、

メキシコ側もそれを了承した）。 
 

3－4－2 教 訓 

（1）地方分権化されたシステムでは、中央政府を通した地方政府のキャパシティ・ディベロ

ップメントには様々な制約がある。事前調査時団はリスクを最小限に抑えるため、外部条

件を詳細に検討する必要がある。また、中央政府と地方政府、その他ステークホルダーの

役割についても明確に定義される必要がある。 
（2）C/P の数が限られたプロジェクトでは、事前調査団は C/P の退職の可能性とその際の対

策について前もって検討をしておく必要がある。 
（3）プロジェクト実施期間中に政権交代などの大きな政策変更が予測される場合は、計画変

更の可能性も踏まえ、プロジェクト活動は慎重に計画されるべきである。 
（4）本プロジェクトは、メキシコ側のスタッフに対する能力開発を主要要素として推進され

るものであり、プロジェクト立案時にメキシコ側の人事やマネージメント能力を十分に調

査しておく必要がある。また、事前評価時に予期していなかった状況に対応すべく、プロ

ジェクト開始時の早期にプロジェクトの枠組みが実効的であるかについて検討し、必要が

あれば変更できる工夫をプロジェクト計画にあらかじめ組み込んでおくことも検討すべ

きである。 
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２－１ 日本側投入実績 

（1）専門家派遣実績（2006 年 12 月末日時点） 

 

専門家氏名 担      当 派遣期間 
(2005=H17、2006=H18） 

所    属 

賀勢 秀史 総括/環境管理 2005.10.12-2005.12.18: 68 日
2006. 1. 8-2006. 2.21: 45 日
2006. 5.15-2006. 7.15: 62 日
2006. 8.21-2006. 9.13: 24 日
2006.10.19-2006.12.16: 59 日

なお国内作業期間は 
2005.10. 5-2005.10.11:  7 日
2006. 5. 9-2006. 5.14:  6 日
2006.10.11-2006.10.18:  8 日

株式会社数理計画 

越智 俊治 大気質モニタリング 2005.10.20-2005.12.18: 60 日
2006. 1. 8-2006. 2.21: 45 日
2006. 5.15-2006.07.29: 76 日
2006.10.20-2006.12.16: 58 日

なお国内作業期間は 
2006. 5. 9-2006. 5.14:  6 日
2006.10. 9-2006.10.19: 11 日

グリーンブルー株式会
社 

酒井 稔夫 環境測定（精度管理システ
ム） 

2005.10.20-2005.12.18: 60 日
2006. 1. 8-2006. 2.21: 45 日
2006. 5.15-2006. 7.15: 62 日
2006.10.20-2006.12.16: 58 日

なお国内作業期間は 
2006. 5. 9-2006. 5.14:  6 日
2006.10.14-2006.10.19:  6 日

株式会社数理計画 

安楽岡 顕 大気質モニタリングデータ
管理・解析/政策提言 

2005.10.12-2005.11.25: 45 日
2006. 1.22-2006. 2.19: 29 日
2006. 6. 1-2006. 7. 1: 31 日
2006.11. 9-2006.12. 8: 30 日

なお国内作業期間は 
2006. 5. 9-2006. 5.14:  6 日
2006.10.25-2006.11. 2:  9 日

株式会社数理計画 

林 夕路 大気質モニタリングシステ
ム設計/ネットワークシステ
ム設計 

2005.11.20-2005.12. 4: 15 日 株式会社数理計画 

小針 輝夫 大気質モニタリングシステ
ム設計/ネットワークシステ
ム設計 

2006.11. 4-2006.11.18: 15 日 株式会社数理計画 

田畑 亨 大気汚染濃度予測システム 2005.11. 3-2005.12. 7: 35 日
2006. 1. 8-2006. 2.16: 40 日
2006: 6.12-2006. 7.29: 48 日
2006. 8.21-2006. 9.23: 34 日
2006.10.19-2006.11.29: 42 日

株式会社数理計画 

田中 敏之 ガス状大気汚染物質測定・解
析 

2006. 1.22-2006. 2.12: 22 日
2006. 8.21-2006. 9.23: 34 日

株式会社数理計画 

溝畑 朗 粒子状大気汚染物質測定・解
析 

2006. 8.21-2006. 9.23: 34 日 株式会社数理計画 

桑原 文彦 業務調整 2005.10.12-2005.11.10: 30 日
2006.11.17-2006.12.16: 30 日

株式会社数理計画 

２．プロジェクト投入実績一覧 
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（2） C/Pの受入実績 

     

研修者氏
名 

受入期間 協力分野 研修内容及び受入機関 当時の所属・役職 現在の所
属・役職

Ms. 
Carmen 
Alejandra 
Sánchez 
Soto 

2006.10. 8
～
2006.11. 3

大気質モ
ニタリン
グ及び当
該データ
管理 

Department Chief、Depto. 
Del Sistema Nacional de 
Información de Calidad 
del Aire、CENICA（大気
質情報国家システム部
門チーフ、国立環境研究
研修センター） 

左に同じ

Ms. 
Claudia 
Bárcenas 
Blancarte 

2006.10. 8
～
2006.11. 3

大気質モ
ニタリン
グ及び当
該データ
管理 

横須賀市役所見学：測定
局及びシステム 

東京都見学：センター、
データマネジメント 

横浜市環境研見学：校正、
トレーサビリティ 

産総研気体流量標準室見
学：流量標準 

気象庁見学：気象検定装
置 

JICA 九州センター研修：
環境衛生学、拡散、気象
と大気汚染 

北九州市見学：大気測定
局 

川崎市見学：道路 NOx 対
策、政策への反映 

新日石根岸製油所見学：
製油所環境対策 

車載型排ガス分析見学 

グリーンブルー：測定局
でのデータ収集、管理 

数理計画：大気汚染対策
歴史、モニタリング、デ
ータ取り扱い、発生源規
制、QA/QC、解析ツール、
ネットワーク設計 

Coordinadora de 
Mejoramiento de Calidad 
Aire, Instituto de 
Ecología, Guanajuato（大
気質改善調整官（局長の
直下のポスト）、グアナ
ファト州環境局） 

左に同じ
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（3） 日本側機材供与実績及び利用状況 

 供与機材（納品済み及び納品予定）のリストは以下のとおりである。なお、以下のリストにつ

いては、 

・ 現場の状況をより詳細に把握した結果当初既存の機材で対応するとしていた機材（VOC 分

析装置等）について更新する必要が生じたこと 

・ PDM に記載されていた以上の追加の活動が発生したこと（オゾンのモニタリングについて

CENICA が１次標準ラボとなることが決まったことに伴い、大気中オゾン SRP を供与する

必要が生じた等） 

により追加で機材を供与する必要が生じたと同時に、PM10用のハイボリュームサンプラー、高

感度温湿度計、気温・気温差計等いくつかの機材については CENICA 側で購入を検討すること

になったことから、R/D で供与を約束した機材リストから変更されている。なお供与機材リス

トについては変更があったものの、日本側の投入額については事前評価表の投入予定額より大

きな変更はない。 

 

 

納品済み機材（2005年度供与機材）の利用状況表  2006年12月11日現在 

No. 機材名 型式 数量
納品
地点

納品 

年月 
購入価格
(ドル)

購入価格 
(ペソ) 

2006 年利用状況 

1 大気中 SO2 測定機 API 100E 1 T 8,559.60  

2 大気中 NOx 測定機 API 200E 1 T 9,272.20  

3 大気中 CO 測定機 API 300E 1 T 8,201.20  

4 大気中 O3 測定機 API 401 1 T 6,850.90  

希釈器 API 700 1 T 

5 
校正
器 ゼロガス発

生器 
API 701 1 T 

16,867.80  

6 データロガー EMC ADCOS 1 T 8,500.00  

7 電源（AVR＋UPS）
MATIRX  
MX5000 

1 T 6,520.00  

8 計測ラック SABIO 1 T 2,750.00  

CENICA 校正ラボに
常設され、地方自治
体所有の大気自動測
定機材を持ち込み検
査する時に使用する
ラボ内基準器及び周
辺装置で、利用可能
な状態にある。 

現在までにミチョア
カン州所有の測定機
の検査に使用した。

9 
マスフローメータ
ー 

MATHESON 

MFC-8112-41
2 

3 T 4,410.00  
ラボ認承が正式にと
れてから使用となる
予定。使用実績なし。

10 標準流量計 BIOS 800-44 1 T 7,265.00  
サラマンカ市の流量
計の検査に使用し
た。 

11 標準温度計 
COLEPARMER 

C08119-52 
1 T 700.00  

新設O3計SRP室の温
度変動観察に使用
中。 

12 GPS 
THALES 

MOBILEMAPPE
R CE 

2 T 

2006 年

3 月

 

4,900.00  

モデル都市でのイン
ベントリー作成時
に、測定対象煙源の
位置確認用として利
用可能な状態にあ
る。 

－103－



13 
ハイボリューム 

エアーサンプラー
（PM2.5） 

TISCH  
TE-6070V 

1 U 6,911.00  

チアパス州モンテ
ス・アスーレスでの
山火事影響評価など
で使用。 

14 
ミニボリューム 

エアーサンプラー
（PM10/2.5） 

AIRMETRICS 

MINIVOL 
10 U 38,100.00  

同上。 

サラマンカ市での
PM 調査として利用
中。 

15 放射収支計 
Met One 

Model097 等 
1 S 73,958.50 

サラマンカ市で行う
モデルシミュレーシ
ョンの必須データと
して利用中。 

＜納品地点記号＞ T：テカマチャルコ CENICA の校正ラボ内 
         U：UAM‐I 内 CENICA 機材室 
          S：グアナファト州サラマンカ市放射収支測定地点 
注：「購入価格」は、付加価値税（IVA）を含まず、単価×数量の総額である。 
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納品予定機材表（2006年度供与機材）  2006年12月末現在 

No. 機材名 
型式 

（予想機種） 
数量

納品

予定

地点

購入予定価格 

（ペソ） 
発注進捗／備考 

1 大気中オゾン SRP NIST 型式なし 1 T 971,071.00 発注済み 

2 
同上用ゼロガス発生

器 
API 701 1 T 48,268.00 発注済み 

3 
浮遊粒子状物質測定

機 

TEOM1400A 

＋FDMS 
1 U 384,410.00 発注済み 

4 
GC/MS 

VOC 分析装置 

Agilent 5975B 

Entech7100A ほか 
1 U 未定 

JICA 事務所発注手

続き中 

5 大気中 SO2測定機 API 100E 1 U 91,278.00 発注済み 

6 大気中 CO 測定機 API 300E 1 U 87,440.00 発注済み 

7 風向計感度確認機材 

RM Young 

 18212、18331 

Brunton 

 5006LM 

1set T 37,307.10 発注済み 

8 風速計感度確認機材 

Met One 053 

RM Young 

 18310、18312 

 18811 

Waters 

 366-3M、651-1M 

1set T 63,214.50 発注済み 

9 恒湿槽（携帯式） GE C1/M 2 T 127,512.00 発注済み 

10 気圧計標準器 VAISALA  PTB220TS 1 T 27,838.80 発注済み 

11 気象計信号変換器 

Met One 

Multimet 

Translator 131BM 

1 T 50,275.00 発注済み 

12 放射収支計 
Kipp & Zonnen 

 CNR1 
1 U 158,305.00 発注済み 

13 
クーラー 

（UAMI 測定局用） 

Carrier 

 MCA243RB-C 
1 U 6,290.00 発注済み 

14 チャート式記録計 FUJI PHA 1 U 55,730.00 発注済み 
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15 大気中 CO 測定機 API 300E 1 T 87,440.00 発注済み 

16 
マスフロー 

コントローラー 

Matheson 

 TRI-GAS 8112 
1 T 25,500.00 発注済み 

17 放射収支計 
Met One 

 097ほか 
1 M 60,245.00 発注済み 

18 BTX 計 
SYSPEC GC955 

 SERIE600 
1 U 396,000.00 発注済み 

19 

ローボリューム 

エアーサンプラー 

（PM2.5） 

Thermo Electron 

Partisol 
1 U 120,021.00 発注済み 

20 
デスクトップパソコ

ン 

DELL 

 Dimension5150 
3 M 40,110.00 発注済み 

21 データロガー EMC ADCOS 1 T 未定 
JICA 事務所入札準

備中 

22 電子式温度計 PCE P650 2 T 未定 
JICA 事務所入札準

備中 

23 チャート式記録計 FUJI PHA 1 T 未定 
JICA 事務所入札準

備中 

＜納品地点記号＞  T：テカマチャルコ CENICA の校正ラボ内 

          U：UAM－I 内 CENICA 機材室 

          M：モデル都市調査用として CENICA に保管 

注：「購入価格」は、付加価値税（IVA）を含まず、単価×数量の総額である。 

 

（4）日本側ローカルコスト負担実績 

（2005年10月～2006年３月実績）（合計821万3,018円） 

・ 庸人費（通訳２名、秘書１名）                 3,578,290 

・ 旅費・交通費                         2,570,376 

・ コピー代                            10,000 

・ 雑費（翻訳費）                                                 704,352 

・ その他機材購入費（パソコン、コピー機等）            1,350,000 

 

〔2006年４月～2006年12月見込み（契約金額の４分の３で試算）〕（合計980万2,522円） 

・ 庸人費（通訳２名、秘書１名）                  5,386,532 

・ 資料等購入費                           22,500 
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・ 旅費・交通費（借料損料含む）                 4,238,765 

・ コピー代                             24,375 

・ 翻訳代（セミナー用）                      152,850 

 

２－２ メキシコ合衆国側投入 

・ 専門家チーム居室改造費用（見積り額）     約50,000ペソ 

・ 校正ラボ構築工事費用（見積り額）        約250,000ペソ 

・ C/P の人件費 

・ 光熱費 

・ セミナー開催経費 
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支
出
経
過

 

• 
PO

又
は
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
シ
ー
ト

 
• 

ラ
ボ
施
設
視
察

 
• 

年
間
予
算
計
画
と
支
出
デ
ー
タ
要
約
表

 

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
は
計
画
ど
お
り

産
出
さ

れ
て
い
る
か

 
―

 
• 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
別

PD
M

指
標
の

達

成
度

 

実 績 の 検 証
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
の

見
込
み
は
あ
る
か

 
―

 

目
標
値
と
実
績
の
差
異

 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
目
標
指
標
の
達
成

度
 

• 
評
価
用
事
前
資
料

 
• 

進
捗
報
告
書

 

活
動
は

計
画
ど
お
り
に
実
施
さ

れ
て
い

る
か

 
―

 
活
動
の
計
画
と
実
績
の
差
異

 
• 

年
度
別
活
動
計
画

 
• 

活
動
実
績

 
• 

専
門
家
の
勤

務
形
態

 
• 

C
/P

の
勤
務

状
況

 

• 
PO

又
は
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
シ
ー
ト

 

活
動
実

施
方
法
、
技
術
移
転
の
方

法
に
問

題
は
な
い
か

 
―

 
以
下
に
合
致
し
た
方
法
で
活

動
が
行
わ
れ
て
い
る
か

 
・
 

C
/P

の
資
質

 
・
 

C
/P

機
関
の
リ
ソ

ー
ス

状
況

 
・
 

C
/P

機
関
の
組
織

文
化

 

• 
技
術
移
転
の
方
法

 
• 

活
用
し
て
い
る
上
記
方
法
論
の
適

切
さ

 

• 
業
務
計
画
書
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

調
査
団
員
に
よ
る
技
術
的
評
価

 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
体
制

に
問
題
は
な
い
か

 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
体
制
は
適
切

か
 

目
標
達
成
の
た
め
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
・
シ
ス
テ
ム
が
機
能

し
て
い
る
か

 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
の
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
体
制
の
有
無

 
• 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
方
法
論

 
• 

フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク
の
方
法
論

 

• 
関
係
資
料
の
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

日
本
国
内
支
援
委
員
会
活
動
記
録

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
と
本
部
の
各
担

当
者
へ
の
聞
き
取
り

 

 
 

 
 

 

実 施 プ ロ セ ス の 検 証
 

実
施
機
関
や

C
/P
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト

グ
ル
ー
プ
、
関
係
機
関
な
ど
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
認
識
は

高
い
か

 

―
 

PD
M

内
容

に
つ

い
て

い
か

に
多
く
、
深
く
知
っ
て
い
る

か
 

• 
関
係
者
の

PD
M

内
容
に
つ
い
て
の

知
識

 
 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
へ
の
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
• 

そ
の
他
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
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評
価

設
問

 
 

大
項

目
 

小
項

目
 

判
断

基
準

・
方
法

 
必

要
な
情

報
・
デ

ー
タ

 
情

報
源
・
調

査
方

法
（

専
門

家
と

C
/P

へ
の

聞
き

取
り

は
全
項

目
で
実

施
）

 

適
切
な

C
/P

が
配
置
さ
れ
て
い
る

か
 

―
 

C
/P

の
基
本
的
能

力
の
適
切

さ
 

配
置
さ
れ
て
い
る

C
/P

の
人

数
 

• 
C

/P
の
人
数
、
基

礎
技
術
力

 
• 

問
題
意
識
、
取
り
組
み
姿
勢

 
• 

日
本
人
専
門
家
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
• 

技
術
移
転
記
録

 
 

そ
の
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施

過
程
で
生
じ
て
い
る
問
題

 
―

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
と
成

果
の
生
産
を
阻
害
し
て
い
る

要
因

 

―
 

• 
事
前
報
告
資
料

 
 

対
象
地
域

、
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
合

致
し
て
い

る
か

 
―

 
• 

大
気
汚
染
の
現
状

 
• 

関
係
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
タ
ー
ゲ
ッ

ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー

ズ
に
合
致

し
て
い
る
か

 
地
方
自
治
体
が
大
気
質
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
を
実
施
し
て
い
く

必
然
性

 

• 
法
律
上
の
位
置
づ
け

 
• 

行
政
機
関
の
機
能
面
ニ
ー
ズ

 
• 

関
係
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 

メ
キ
シ

コ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し

て
い
る

か
 

メ
キ
シ
コ

の
開
発
政
策
・
関
連
セ

ク
タ
ー
政

策
と
の
整
合
性
は
あ

る
か

 

―
 

• 
メ
キ
シ
コ
の
開
発
計
画
に
お
け
る

関
連
文
脈

 
• 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
聞

き
取
り

 
日
本
の

援
助
政
策
と
の
整
合
性

は
あ
る

か
 

―
 

―
 

• 
「

JI
C

A
国
別
援

助
実
施
計
画
」

 
• 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
、
日
本
国
大
使

館
で
の
聞
き
取
り

 
日
本
の
技

術
の
優
位
性
は
あ
る

か
 

―
 

• 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
に
関
連
す
る
技
術

に
つ
い
て
日
本
の
も
つ
優
位
性

 
• 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

国
内
委
員
会
で
の
聞
き
取
り

 
日
本
が

援
助
す
る
技
術
的
必
然

性
（
技

術
的
優
位
性
）

 
 

 
 

 
手
段
と

し
て
の
適
切
性

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
ア
プ
ロ
ー
チ

は
適
切
か

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
な
か
で
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
位
置
づ
け
が

明
確
か

 

• 
開
発
課
題
の
な
か
で
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
位
置
づ
け

 
 

• 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

国
内
委
員
会
で
の
聞
き
取
り

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
担
当
者
へ
の
聞

き
取
り

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
聞

き
取
り

 

妥 当 性
 

 
 

 
 

 

－109－



評
価

設
問

 
 

大
項

目
 

小
項

目
 

判
断

基
準

・
方
法

 
必

要
な
情

報
・
デ

ー
タ

 
情

報
源
・
調

査
方

法
（

専
門

家
と

C
/P

へ
の

聞
き

取
り

は
全
項

目
で
実

施
）

 

 
相
手
国
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
相
手

国
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
は
高
い

の
か

 

予
算
、
人
材
、
外
部
条
件
の

処
理
に
お
け
る
メ
キ
シ
コ
の

公
約
実
現
の
度
合
い

 

• 
左
記
に
つ
い

て
の
実
績

 
• 

メ
キ
シ
コ
側
負
担
事
項
の
実
施
記
録

 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
目
標
は
明
確
か

 
PD

M
と
し
て
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
、
指
標

は
適
切
か

 
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
よ
る
専

門
的
見
地
か
ら
の
判
断

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

PD
M

 
• 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指
標
は

達
成
可
能
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
は

成
果
の
達
成
に
よ
り
も
た
ら
さ

れ
た
も
の
か

 

現
状
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成

度
合
い
か
ら
み
た
、
目
標
の

達
成
予
測

 
 

• 
分
野
別
実
施

計
画
と
進
捗
割
合

 
• 

達
成
ま
で
の
工
程
計
画

 
 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
目
標
は
達
成
さ

れ
る
見

込
み
は
あ
る
か

 

現
状
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
と
外
部

条
件
の
達
成
だ
け
で
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標
達
成
に
結
び
つ
く
か

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
外

部
条

件
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の

因
果
関
係
の
適
切
さ

 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

PD
M

 
• 

調
査
団
員
の
技
術
的
見
解

 

有 効 性
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
を
阻

害
・
促
進
し
た
要
因
は
あ
る
か

 
―

 
―

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
目
標
達
成
を
促

進
・
阻
害
し

た
要
因
、
と
今
後
の
見

通
し

 

• 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
実
績
報
告

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
聞

き
取
り

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
へ

の
聞
き
取
り

 
• 

調
査
団
員
の
技
術
的
評
価

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成
度
は
適

切
か

 
目
標
に
対
す
る
定
量
的
・
定

性
的
な
達
成
度
合
い

 
• 

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト
別

PD
M

指
標
の

達

成
度

 
• 

上
記
、
実
績
の
検
証

 
ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
の
達
成
度

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
達
成
を
阻
害
・
促

進
し
た
要
因
は
あ
る
か

 
―

 
• 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
達
成
を
促
進
・
阻
害

し
た
要
因
と
今
後
の
見
通
し

 
• 

専
門
家
報
告
書

 

因
果
関

係
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
達
成
す
る
た

め
に
十
分
な
活
動
が
行
わ
れ
た

か
 

活
動
の
計
画
と
実
績
の
差
異

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
の
遂
行
状

況
 

 

• 
専
門
家
報
告
書

 
 

効 率 性
 

コ
ス
ト

 
投
入
の
コ
ス
ト
パ
フ
ォ
ー
マ
ン

ス
は
適
切
か

 
よ
り
効
率
的
な
代
替
投
入
の

有
無

 
   

• 
機
材
調
達
の

代
替
案

 
• 

代
替
案
と
し
て
第
三
国
専
門
家
等

の
可
能
性

 

• 
関
連
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
へ
の
聞
き
取
り
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評
価

設
問

 
 

大
項

目
 

小
項

目
 

判
断

基
準

・
方
法

 
必

要
な
情

報
・
デ

ー
タ

 
情

報
源
・
調

査
方

法
（

専
門

家
と

C
/P

へ
の

聞
き

取
り

は
全
項

目
で
実

施
）

 

長
期
・
短

期
専
門
家
は
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に
求

め
ら
れ
て
い
る
専
門

性
、
資
質

を
満
た
し
て
い
た
か

 
短
期
専
門

家
派
遣
の
人
数
、
派
遣

日
数
、
タ

イ
ミ
ン
グ
は
適
切
だ
っ

た
か

 
供
与
機
材

は
タ
イ
ミ
ン
グ
よ
く

投
入
さ
れ

た
か

 
投
入
さ
れ

た
供
与
機
材
の
規
模
、

質
は
適
正

だ
っ
た
か

 
機
材
は
活

動
と
マ
ッ
チ
し
て
い

る
か

 

投
入
の

量
・
質
・
タ
イ
ミ
ン
グ
は

適
正
だ

っ
た
か

 

活
用
さ
れ

て
い
な
い
供
与
機
材

は
な
い
か

 

• 
投
入
の
計
画
と
実
績
の
対
比

 
• 

投
入
が
成
果
達
成
に
及
ぼ
し
た
影

響
 

• 
活
動
計
画
に
お
け
る
機
材
の
マ
ッ

チ
ン
グ

 

• 
関
連
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

機
材
使
用
記
録

 
• 

ラ
ボ
視
察

 
• 

C
/P
、
専
門
家
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、
デ

ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

 

研
修
期
間

、
内
容
は
適
正
だ
っ
た

か
 

本
邦
・
第
三
国
研
修
は
適
正
だ
っ

た
か

 
研
修
で
得

た
知
識
・
技
術
は
帰
国

後
に
活
用

さ
れ
て
い
る
か

 

• 
研
修
の
報
告
書

 
• 

短
期
専
門
家
に
よ
る
評
価

 
• 

研
修
受
講
者
に
よ
る
評
価

 

• 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

研
修
受
講
者
へ
の
聞
き
取
り

 
• 

調
査
団
員
の
技
術
的
評
価

 

両
国
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
予
算
は

量
・
タ
イ

ミ
ン
グ
と
も
適
切
に
支

出
さ
れ
た

か
 

• 
短
期
専
門
家
に
よ
る
評
価

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
に

よ
る
評
価

 
C

/P
は
職

場
に
と

ど
ま
っ
て
い

る
 

• 
短
期
専
門
家
に
よ
る
評
価

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
に

よ
る
評
価

 
• 

C
/P

リ
ス
ト

 

• 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
、
チ
ー

フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
へ
の
聞
き
取
り

 

外
部
条

件
・
前
提
条
件
に
よ
る
影

響
は
あ

っ
た
か

 

機
材
調
達

業
務
は
円
滑
に
行
れ

た
か

 
• 

機
材
調
達
に
お
け
る
問
題
点

 
• 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
、
チ
ー

フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
へ
の
聞
き
取
り

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
へ
の
聞
き
取
り

 

 

各
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成
を
阻

害
・
促
進
し
た
要
因
は
あ
る
か

 
－

 

資
料
や
聞
き
取
り
調
査
結
果

を
基
に
し
た
定
性
的
評
価

 
 

• 
各
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
別
の
主
要
な
阻

害
要
因

 
• 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
へ
の
聞
き
取
り
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評
価

設
問

 
 

大
項

目
 

小
項

目
 

判
断

基
準

・
方
法

 
必

要
な
情

報
・
デ

ー
タ

 
情

報
源
・
調

査
方

法
（

専
門

家
と

C
/P

へ
の

聞
き

取
り

は
全
項

目
で
実

施
）

 

上
位
目
標

の
設
定
は
適
切
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ロ
ジ
ッ
ク

の
チ
ェ
ッ
ク
に
よ
る
定
性
的

評
価

 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
と
外
部
条
件

の
充
足
に
よ
り
上
位
目
標
は
達
成

さ
れ
る
か

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
と
外
部
条
件

の
充
足
の
可
能
性

 
• 

上
位
目
標
達
成
に
必
要
な
政
策
枠

組
み
は
実
現
さ
れ
る
か

 
• 

上
位
目
標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

は
乖
離
し
て
い
な
い
か

 

上
位
目

標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達
成

の
効
果
と
し
て
達
成
さ

れ
得
る

か
 

他
ド
ナ
ー

と
の
補
完
関
係
は
適

切
か

 
世
界
銀
行
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や

連
邦
区
庁
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

よ
り
策
定
さ
れ
た
環
境
基
準

内
容
が
ラ
ボ
技
術
レ
ベ
ル
を

反
映
し
て
い
る
か

 

• 
世
界
銀
行
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
連
邦

区
庁
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
本
件
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
携
活
動
の
実
績

 
• 

両
者
の
補
完
の
た
め
の
仕
組
み
づ

く
り

 
上
位
目

標
達
成
の
貢
献
・
阻
害
要

因
は
あ

る
か

 
－

 
－

 
• 

上
位
目
標
達
成
の
貢
献
・
阻
害
要
因

• 
外
部
条
件
の
適
切
度

 

• 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
聞

き
取
り

 

経
済
政
策

面
、
環
境
政
策
面
へ
の

影
響

 
―

 
• 

大
気
質
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
行
わ
れ

る
こ
と
に
よ
る
政
策
面
で
の
影

響
・
効
果

 
 

メ
キ
シ
コ

全
国
の
経
済
開
発
へ

の
影
響
は

あ
る
か

 
市
場
の
失
敗
を
誘
発
し
な
い

か
 

• 
経
済
開
発
へ
の
影
響
・
効
果

 

イ ン パ ク ト
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
望
ま
し

い
･
望
ま
し
く
な
い
、
波
及
効
果

は
何
か

 

そ
の
他
の

影
響
は
あ
る
か

 
－

 
       

• 
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
民
族
・
社
会
的
階
層

な
ど
の
面
で
の
影
響
・
効
果

 

• 
環
境
、
経
済
セ
ク
タ
ー

JI
C

A
専

門
家
へ

の
聞
き
取
り

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
聞

き
取
り

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
へ
の
聞
き
取
り
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評
価

設
問

 
 

大
項

目
 

小
項

目
 

判
断

基
準

・
方
法

 
必

要
な
情

報
・
デ

ー
タ

 
情

報
源
・
調

査
方

法
（

専
門

家
と

C
/P

へ
の

聞
き

取
り

は
全
項

目
で
実

施
）

 

ラ
ボ
の
将

来
像
は
確
立
し
て
い

る
か

 
実
現
可
能
で
具
体
的
な
将
来

計
画
が
存
在
し
て
い
る
か

 
• 

ラ
ボ
の
将
来
計
画
文
書

 

ラ
ボ
が
今

後
も
組
織
と
し
て
機

能
す
る
た

め
の
制
度
・
法
は
確
立

さ
れ
る
見

込
み
は
あ
る
か

 

• 
ラ
ボ
の
法
制
度
上
の
位
置
づ
け

 
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
技
術
、
機
材
が

活
用
さ
れ

る
た
め
の
制
度
・
法
は

確
立
さ
れ

る
見
込
み
は
あ
る
か

 

法
制
度
的
な
枠
組
み
の
有
無

と
将
来
の
実
現
性
の
高
さ

 

• 
大
気
質
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム

が
持
続
す
る
た
め
の
法
制
度
の
実

現
性

 
ラ
ボ
内
部

の
運
営
能
力
は
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

実
施
後
も
保
持
さ
れ

る
か

 

人
材
と
組
織
の
維
持
の
見
通

し
 

• 
C

/P
の
定
着
の
見

通
し

 
• 

技
術
が
維
持
さ
れ
る
組
織
上
の
仕

組
み

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
技
術
、
機
材
、

ラ
ボ
が
存

続
す
る
た
め
の
イ
ン

セ
ン
テ
ィ

ブ
が
存
在
・
持
続
す
る

か
 

―
 

• 
ラ
ボ
内
部
・
外
部
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
の
存
在

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
が
付
与
可
能
か

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
技
術
、
機
材
を

引
き
継
ぐ

他
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
（
他

ド
ナ
ー
、

N
G

O
な
ど
）

が
存
在
す

る
か

 

―
 

• 
関
連
活
動
を
行
っ
て
い
る

N
G

O
、

他
ド
ナ
ー
と
の
連
携
可
能
性

 

• 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
聞

き
取
り

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
で
の
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

 
• 

関
連

N
G

O
訪
問

 

自 立 発 展 性
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
を
持
続

さ
せ
る
た
め
の
組
織
能
力
は
十

分
か

 

現
在
進
行

中
の
関
連
組
織
と
の

連
携
は
維

持
さ
れ
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
お

け
る
連
携
の
持
続
見
込
み

 
         

• 
SE

M
A

R
N

AT
、

IN
E、

C
EN

A
M

等

他
の
大
気
質
分
析
機
関
と
の
連
携

活
動
現
況

 
• 

活
動
の
持
続
見
込
み

 

• 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

各
機
関
で
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

－113－



評
価

設
問

 
 

大
項

目
 

小
項

目
 

判
断

基
準

・
方
法

 
必

要
な
情

報
・
デ

ー
タ

 
情

報
源
・
調

査
方

法
（

専
門

家
と

C
/P

へ
の

聞
き

取
り

は
全
項

目
で
実

施
）

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了
ま
で
に

C
/P

が
大

気
質
モ

ニ
タ
リ
ン
グ

技
術
を
身

に
つ
け
ら
れ
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了
ま
で
に

C
/P

が
大

気
質
分

析
技
術
を
身

に
つ
け
ら

れ
る
か

 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
効
果
を
持
続

さ
せ
る

た
め
の
技
術
は
十
分
か

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了
ま
で
に
分

析
結
果
を

公
表
す
る
シ
ス
テ
ム

が
確
立
で

き
る
か

 

「
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
」
で
意
図

し
て
い
る
レ
ベ
ル
の
技
術
レ

ベ
ル
に
到
達
可
能
か

 

• 
短
期
専
門
家
に
よ
る
評
価

 
• 

C
/P

の
現
状
技
術

習
得
度

 
• 

終
的
な
技
術
習
得
見
込
み

 

• 
技
術
移
転
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
記
録

 
• 

調
査
団
に
よ
る
テ
ス
ト

 

ラ
ボ
存
続

の
た
め
の
予
算
は
十

分
確
保
可

能
か

 
• 

ラ
ボ
の
将
来
の
予
算
計
画

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
に
よ
る
実

現
性
の
見
解

 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
効
果
を
持
続

さ
せ
る

た
め
の
財
政
面
で
の
支

援
は
確

保
さ
れ
る
か

 
供
与
機
材

の
維
持
管
理
予
算
は

確
保
可
能

か
 

将
来
計
画
に
お
け
る
全
体
予

算
確
保
の
実
現
性

 

• 
機
材
の
概
算
維
持
管
理
費

 
• 

現
状
の
維
持
管
理
費
資
質
状
況

 

• 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
聞

き
取
り

 
• 

調
査
団
員
に
よ
る
技
術
的
評
価

 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
自
立
発
展
性

に
影
響
を
及
ぼ
す
そ
の
他
の
要

因
は
あ
る
か

 

－
 

－
 

• 
－

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
へ
の
聞

き
取
り

 
• 

JI
C

A
メ
キ
シ
コ

事
務
所
へ
の
聞
き
取
り

 
運
営
指

導
調
査
団
に
よ
る
提
言

へ
の
対

応
 

―
 

―
 

• 
運
営
指
導
調
査
団
に
よ
る
提
言

 
• 

上
記
へ
の
対
応
経
緯

 
• 

運
営
指
導
調
査
団
報
告
書

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告

書
 

日
本
側
か

ら
の
申
し
入
れ
事
項

 
―

 
―

 

メ
キ
シ
コ

側
か
ら
の
申
し
入
れ

事
項

 
―

 
―

 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
抱
え
る
問
題

点
 

上
記
へ
の

解
決
策

 
―

 
―

 

• 
本
件
調
査
で
の
協
議
ま
た
は
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
結
果

 

軌 道 修 正
 

PD
M

の
承
認

 
 

―
 

JC
C
で
公
認
さ

れ
た
も
の
に

な
っ
て
い
る
か

 
• 

JC
C
で
の

PD
M

の
公
認
記
録

 
 

• 
JC

C
開
催
記
録

の
レ
ビ
ュ
ー
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評
価

設
問

 
 

大
項

目
 

小
項

目
 

判
断

基
準

・
方
法

 
必

要
な
情

報
・
デ

ー
タ

 
情

報
源
・
調

査
方

法
（

専
門

家
と

C
/P

へ
の

聞
き

取
り

は
全
項

目
で
実

施
）

 

期
限
内
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

指
標
達
成

の
見
通
し

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
の

達
成
可
否

 
• 

指
標
の
達
成
状
況

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
の
見
込

み
 

ア
ウ
ト
プ

ッ
ト
指
標
の
達
成
状

況
 

現
状
で
の
遅
延
の
深
刻
度

 
• 

予
定
と
実
績
の
乖
離

 

達
成
の
阻

害
要
因

 
―

 
• 

活
動
の
阻
害
要
因

 
• 

投
入
の
問
題
点

 
外
部
条
件

の
充
足
状
況

 
―

 

前
提
条
件

の
充
足
状
況

 
―

 

• 
こ
れ
ま
で
の
充
足
状
況

 

不
要
な
ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

 
―

 
• 

外
部
者
が
代
替
で
き
る
ア
ウ
ト
プ

ッ
ト
は
な
い
か

 
• 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
優
先
順
位

 
現
状
で
活

用
可
能
な
リ
ソ
ー
ス

 
―

 
• 

組
織
、
人
材
、
予
算
、
資
材
、
時
間

リ
ソ
ー
ス

追
加
の
可
能
性

 
• 

意
思
決
定
者
の
合
意

 

PD
M

の
修
正

 
 

上
記
リ
ソ

ー
ス
で
実
現
可
能
な

指
標

 

―
 

• 
修
正
さ
れ
た

PD
M

指
標

 

• 
本
件
評
価
調
査
結
果

 
• 

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
の
議
論

 
• 

ミ
ニ
ッ
ツ
協
議

 
 

PO
の
修
正

 
―

 
―

 
―

 
• 

専
門
家
・

C
/P

と
の
協
議

 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
自
立
発
展
性

の
確
保

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
出
口
戦
略

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
が
上

位
目
標
に
結
び
つ
く
ま
で
の

具
体
的
な
戦
略

 

• 
ラ
ボ
の
将
来
像

 
• 

そ
れ
を
担
保
す
る
制
度
の
実
現
見

込
み

 
他
機
関
、
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
成
果

の
引
き
継
ぎ

 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
と
の
協

議
 

• 
ミ
ニ
ッ
ツ
協
議
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（1）SEMARNAT 

・日時：2007年１月23日（火） 13:00～14:00 

・場所：SEMARNAT 

・面談者：Ana Maria Contreras SEMARNAT 大気質行政・排出登録汚染物質取引局長ほか、同局職

員５名 

・参加者（調査団以外）： 賀勢専門家 

・協議事項： 

団長からプロジェクト概要と訪問目的の説明後、質疑応答。詳細以下のとおり。 
１．大気質モニタリングの重要性について 

（1）大気質モニタリングは排出インベントリーとともに、大気質の現状診断を行うツールのと

いう意味でメキシコにとって非常に重要であり続けている。また、健康状態もひとつのイ

ンディケータとして重要である。 

（2）人口が多い都市にはモニタリングを義務づけるなど、モニタリングネットワークの強化の

必要がある。工業活動の盛んな、若しくは人口の多い地域ではモニタリングを義務づける

と同時に大気質管理のための手段を与える必要がある。 

（3）メキシコの大気質管理のための法体系はここ20年ほど変わっておらず、新政権下の

SEMARNAT の優先課題のひとつは、大気質管理関係の法律や施行規則を更新することであ

る。具体的には「空域」というコンセプトを導入することを考えており、新しい法律では

地方自治体にモニタリングの実施を義務づけることによってメキシコの大気汚染状況を把

握する能力の強化が考えられている。 

（4）「大気質改善プログラム」が現在全国で９つあるが、これを必要なところには広げていきた

いと考えている。「大気質改善プログラム」には大気質改善のための手段と活動が書かれる

ことになっており、これには固定、移動、面的、商業的、生物的発生源対策が含まれてお

り、金融的手段についても言及する必要がある。 

（5）JICA との仕事は大変重要と考えており、今後とも協力関係を維持していきたい。必要な

ことがあればいつでもいってほしい。 

 
２．新政権の下の SEMARNAT の優先課題について 

（1）新政権下の SEMARNAT の大気関連政策は以下のとおり。なかでも法的枠組みの強化が特

に重要と考えている。 

① 新しい大気質法の設置。 

② 全国エミッションインベントリーの更新。 

③ 現状診断や政策決定を行うための材料となるような排出モデル化。 

④ モニタリングネットワークの強化。 

⑤ 大気質改善プログラムを2007年に３つ作成する。 

⑥ 連邦や州が管轄している工業からの排出取り締まり強化。 

⑦ 市町村レベルにおける法的枠組みの強化（モニタリングを義務づけるような法律）。 

⑧ オゾン層の保護に関する事項。 

４．主要議事録 
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⑨ 地理情報システムの強化。 

⑩ 温室効果ガスの排出インベントリーの作成。 

（2）Presidential Goal について 

新大気質法の設置は Presidential Goal のひとつである。その新大気質法において人口50万人

以上の都市は排出インベントリーの作成とモニタリング実施、環境基準を満たすことを義

務づける予定。 

（3）大気汚染源の２大排出源への対策 

メキシコにおける２大排出源は PEMEX（石油公社）と CFE（発電公社）であるが、これ

らの排出を抑えるためには多額の投資が必要である。SEMARNAT としては特に汚染が深刻

と思われるサラマンカにおいてパイロット的な対策の実施を考えている。そのために、サ

ラマンカの大気質改善のコストと改善効果について、コストベネフィット調査をする予定

である。この結果によっては連邦も一定の資金を拠出する。本プロジェクトのパイロット

調査でサラマンカでのデータが出た際には是非 SEMARNAT でも使わせて欲しい。 

 
３．連邦と地方の関係、役割分担について 

（1）これまでの法律では連邦が基準などの枠組みを決定し、州政府が独自に予算を分配して対

策を実施してきたが、新大気質法では、州別、地域別でなく「空域：Air Shed」という新し

い概念を導入しようとしている。その空域ごとに汚染度に応じた措置を義務づける。そこ

では罰則だけでなく経済的な優遇策の設置も検討されている。日本でのよい事例があれば

教えてもらいたい（日本側からは「NOX・PM 法」という範囲を決めた時限立法を紹介）。 

（2）現在メキシコでは６つの大都市及びその周辺地域で「空域」があり、そこでは汚染状況が

評価されており、対策の提案もあるがそれらの実施は義務づけられておらず、任意の対策

に留まっている。今後は、「空域審議会」と呼ばれるものを組織し、連邦、州、市町村、工

業、交通セクターの代表者を入れて大気質改善のための対策を協議し、それぞれの空域に

おいてその対策を実施していくこととしたい。 

以上 

記録者：濱口 

 
（2）INE 

・日時： 2007年1月18日 10:00～11:00 

・場所： INE 

・面談者： Dra. Leonora Rojas Brancho, M.en C. Verónica Garibay Bravo 

・日本側参加者（調査団以外）： 賀勢専門家 

・協議事項： 
１．Presidential Output（Meta Presidencial）について 

（1）Presidential Output とは、大統領の任期中に達成すべき Output のことを指し、各セクターご

とに設定される。 
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（2）新政権の下では、「人口50万人以上の都市について大気モニタリングを実施すること」がそ

のひとつとして提案されており、現在それについての協議が関係者間で行われている。INE
から提案しているものには、大気のほかに廃棄物に関するものもある。 

（3）Presidential Output のファイナライズには２～３ヵ月を要するものと思われる。 
（4）なお、前政権下では、SINAICA の拡充が Presidential Output のひとつであった。 

 
２．新しい大気質改善法について 

（1）現在、大気質改善法（名称は協議中）を設置すべく準備中であり、スムースに手続きが進

めば2009年には施行される。 

（2）新法設立の背景は以下のとおり。①現行大気質管理を規定している法律は環境一般法であ

るが、これは1988年に施行された古いもので、現状を反映していない。②環境一般法は一

般的なことしか言及しておらず、より詳細を規定する法律の設置が求められている。③現

行の法体系では地方自治体に対する強制力がなく、地方自治体における大気質管理がおろ

そかにされる傾向にある。 

 
３．次期環境天然資源計画について 

（1）次期の環境天然資源計画については、現在草案作成中であり、大気質モニタリングの重要

性がどの程度の位置を占めるかはまだわからないが、大気に関する事項がテーマのひとつ

として取り上げられる予定である。 

（2）なお、本計画については、2007年中に作成されるものと思われる。 

（3）また、国家開発計画は政権誕生後３ヵ月後までに作成される。 

 
４．INE のデータマネジメントのかかわり方について 

データマネジメントについては現状 INE がそのほとんどの業務を実施しており、今後もその予

定である。CENICA との緊密な情報共有が必要と考えている。 

以上 

記録者：濱口 

 

（3）メキシコ連邦区庁 

日時： 2007年１月18日（木） 13:00～13:45 

場所： SIMAT, Gobierno de District Federal （Del. Migeul Hidalgo） 

 面談者： Dr. Victor Hugo Paramo Figueroa 

 日本側： 賀勢専門家、清水 

協議議事録： 

１．これまでのメキシコ連邦区における大気汚染への取り組み 
メキシコ連邦区における大気汚染のモニタリングシステムに関しては、Dr. Paramo を中心に取

り組んできており、20年の歴史がある。発端は1982年に始まった、Red de Monitoreo で、オラン
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ダの Philips 社から機材等が供与された。しかし実際に測定等が始まったのは、1986～1987年で

ある。この頃、大学や研究所を中心とした科学者が自主的に大気汚染の問題に取り組むように

なり、市民社会もキャンペーンやデモ行進をするなど、関心が高まっていた。1990年には PICCA

と呼ばれるモニタリングシステムが導入され、1995年から2000年まで ProAire として、また2002

年までには、ProAireⅡとして、大気汚染のモニタリングプログラムが継続中である。 

 

２．大気汚染のモニタリングの地方への展開について 

Dr.Paramo は、特に地方への展開について関与しておらず、特にコメントはなかった。ただし、

NOM について、連邦区のような NOM が地方にはないため、なかなか実行できていないのでは

ないかとのことであった。 

 

３．研修生等の受け入れについて 

現在、70名のスタッフと30ヵ所のモニタリングセンターを管轄しており、中米（例えばコスタ

リカやパナマ）や南米（エクアドル等）から非公式に見学等の要請を受けることが多く、15～

20日間程度の研修コースを年間３～４回実施してきている。 

 

４．その他 

SIMAT と CENICA がテーマごと（分析方法、特定の汚染物質等）に定期的なセミナーを今後開

催していくことに関して、Dr. Palamo は前向きな姿勢であり、検討の余地があると思われる。 

以上 

記録者：清水 

 

（4）グアナファト州 

・日時：2007年１月22日（月） 9:30～12:30 

・場所：グアナファト INE 

・面談者： エンリケ・カトウ長官、クラウディア大気質改善コーディネーター 

・参加者（調査団以外）： 賀勢専門家、礒貝所員（JICA メキシコ事務所）、オスカル氏（CENICA） 

・協議事項： 

調査団から訪問目的の説明、賀勢専門家からプロジェクト全体の進捗報告ののち、質疑応答。

主な議論の詳細は以下のとおり。 

１．プロジェクトの進捗報告に対する質疑応答 

（1）グアナファト INE としてはクラウディア氏を、NOM 化を審議する委員会のメンバーに是

非入れて欲しいと考えている。CENICA は２月頃に公式レターを出し人選を行う予定で、

できるだけ多くの人に参加してもらいたいので、この申し入れを歓迎する。 

（2）グアナファト INE としては住民の健康の観点から大気質のデータと保健省の情報を因果関

係づける研究をしたいと考えており、サラマンカでのシミュレーション結果については既

に保健省と協議の場をもった。 

（3）グアナファト州知事もサラマンカの大気汚染の問題には関心をもっており、今年はモニタ

リング施設に対する投資も実施される予定である。今後とも大気質モニタリングは強化し
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ていきたいと思っており、JICA との協力関係も維持していきたい。 

 

２．グアナファトにおける大気汚染の状況 

（1）グアナファト州の大気汚染概況 

グアナファト州における主な大気汚染物質は PM、オゾン、SO2であり、モニタリングの

結果、Bajio 工業地帯を中心に深刻であることが分かっている。また、PM は季節によって

変動する。汚染物質濃度が年間で基準値以上になる日数はレオンとサラマンカが深刻であ

る。こうした状況を踏まえ、PM については昨年までに自動ネットワークのそれぞれに1台

ずつ自動測定器を設置した。今年はレオンにもう１局設置する予定である。サラマンカは

PM のほかに SO2の濃度も高い。 

（2）具体的被害事例について 

因果関係の立証はまだ行われていないが、グアナファト州厚生省を中心とした疫学的調

査の結果、慢性呼吸器系疾患が80件報告されている。2003～2005年にかけて市が行った調

査では729件の抗議があった。これらは呼吸器やガンに関するものが多く、地理的にプロッ

トすると一定の地域に集中している。保健省のデータと大気質のデータとを関連づけてモ

デルで検証するような方法が必要である。また、野鳥の大量死亡等もあったことは事実だ

が、大気汚染との因果関係は証明されていない。 

 

３．大気汚染対策とモニタリングの活用状況 

大気質モニタリングデータの活用状況は以下のとおり。 

（1）現状把握 

グアナファト INE としてはモニタリングデータとインベントリーを合わせて大気質の

現状把握をすることとしている。 

（2）緊急事態発令 

モニタリングの結果、汚染物質の濃度が高い時間が一定以上継続する場合、２段階の緊

急事態の発令を行うことになっている。大気質改善部が大気の状況を監視しているが、基

準を超える時間が一定以上継続すると規則に従い環境局長に報告がなされ、環境局長が緊

急事態を発令する。2006年は28回、レベル１の緊急事態が発令され、SO2に関するものが多

かった。レベル２の緊急事態の発令はなかったが、１度だけレベル２発令間際の状況にな

ったことはあった。 

この緊急事態発令については、民間企業、地方自治体当局、連邦当局、市民の代表から

構成される緊急事態委員会において、緊急事態発令の基準値や規則が定められている。特

に発令基準値の設定については民間の抵抗もあり、政府当局との間でその議論に多くの時

間が費やされた。その結果、例えば SO2については移動可能な24時間平均、145PPB、３年

後には130PPB にするということで合意された（2005年）。 

（3）サラマンカの汚染軽減への寄与 

モニタリングデータはサラマンカの２大汚染源（PEMEX、CFE：発電所）の排出レベル

を下げるのに役立った。これはデータの公表後、企業イメージの維持のため企業が任意的

に排出レベルを下げたことによる。しかしながら、グアナファト INE の分析によると企業
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は稼働率の調節をして排出量の「管理」をしているだけであり、根本的な解決にはなって

いない。根本的解決のためには PEMEX 約10億ドル、CFE 約50億ドルの設備投資（脱硫装

置等）が必要である。 

（4）住民の意識向上への寄与 

モニタリングデータは2002年６月から新聞に 2004年からは州の Webページに掲載する

ようにしている。また、情報モジュールと呼ばれる大気質情報を公開するディスプレイも

サラマンカ市には４つ（市役所、電気料金支払所、水料金支払所、環境研修所）設置して

あり、そこで大気の状況、緊急事態の発令状況が分かるようになっている。 

これらのデータの公開により、サラマンカ市の人々は大気の状況に異変を感じたらすぐ

にインターネットをチェックし、どの物質の値が高いかをみている。また、住民の大気汚

染に対する意識も向上し、パラメータや濃度、緊急事態に関する専門用語を理解するよう

にもなってきた。 

 

４．大気質モニタリングの現況と問題点 

（1）グアナファトにおける大気質モニタリング現況 

 グアナファト州では５つの自動観測ネットワーク（レオン、シラオ、イラプアト、サラ

マンカ、セラヤ）を保有しており、全体で12の自動観測局がある。内訳はレオン2、シラ

オ1、イラプアト3、サラマンカ3、セラヤ3。 

 2007年度の大気質管理関係の州予算は1,850万ペソで、そのうちモニタリング関連予算は

約1,000万ペソ程度である。州予算総額のうち、1,200万ペソが問題の多いサラマンカに

あてられている。また、レオンについては今年新規観測局設置のため300万ペソの予算が

ついている（予算の詳細データをメールで送付してくれるとのこと）。なお、自動観測ネ

ットワークに関しては市町村はほとんど資金を拠出しておらず、手動測定ネットワーク

には独自予算を出している。 

 自動観測ネットワークの運営は州の予算で、サラマンカ、セラヤ、イラプアトにおいて

は、社団法人（A.C.）に、レオンとシラオについてはレオン工科大学にそれぞれ委託さ

れている。 

 人員についてはグアナファト INE に5名。統括：1、セラヤ、サラマンカ担当：2、イラプ

アト担当：1、シラオ、トレオン担当：1。8市町村レベルにおいて手動測定担当が1名ず

つ。グアナファト INE にはデータ分析担当と Web 担当がもう1名ずつ。さらに、モデル

担当を1名雇いたいと考えている。 

 

（2）問題点、JICA プロジェクトに期待する点等 

 データ伝送の問題。12ヵ所の測定局のデータはコントロールセンターと呼ばれるところ

に集まるが、その場所の停電は1つの問題である。 

 サラマンカ以外では、設置されている分析計のメーカーが同一でなく、取得されるデー

タの質が一定でない。これは全国レベルで SINAICA がもっている問題と同じである。 

 レオン、セラヤ、イラプアト、シラオについてはインターネット経由で送られてきてお

り、データロガーは同じタイプである。ここではモデムが故障すると問題が起こる。 
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 サラマンカでは3局のデータが1つにまとめられてから送られてくるようになっており、

インターネットと短波が使われている。ここでの問題は停電と干渉の多さである。短波

のアンテナ2003～2004年に設置されたもので古く、更新したくても部品がない。現在そ

の対応を検討しているところである。また、停電でサーバーが止まると問題。 

 緊急事態の予測のため、気象データとモニタリングデータを使用したモデルの導入をし

たいと考えており、そのためのソフトウェアも購入した。これについてはどのような人

材を雇えばいいか賀勢専門家からアドバイスももらった。 

 日誌をつけるなど、CENICA の支援を受けながらデータの QA/QC を実施しているが、こ

れについてはまだまだ研修が必要であると考えている。 

 機器は現在新しいものが多いので、メンテナンスの問題は今のところない。しかし、現

在高額な契約で民間に委託しているので、中期的には独自の人員を育てたいと考えてい

る。これについては CENICA と JICA のプロジェクトにおいても強化されると考えてい

る。 

 サラマンカ市においては PEMEX や CFE からデータの信頼性について疑問視されている

経緯もあって、しっかりとした QA/QC の導入が期待されている。例えば EPA から何ら

かの形でちゃんとしたデータを出しているという証明をもらうなど、データの信頼性の

立証が急務である。 

 モニタリングに係る人員の質はまだまだ十分とはいえない状況にある。社団法人が運営

しており、年間3回 CENICA が研修を行っているが、そのための予算もなかなかつかな

い。 

 

５．州と各市との関係について 

（1）州は州条例を作成し、市はそれに沿って市条例を作成する。そういう形での監督はある

が、いわゆる命令権限は州にはない。 

（2）自動モニタリングネットワークについては州の管轄であり、市はかかわっていない。 

（3）市当局は大気汚染の問題があると州に相談をもちかけることもあり、その場合は州が市を

指導、支援する形になっているといえる。 

 

６．本プロジェクトへの期待あるいは既に発現した効果、あるいは協力への意向 

（1）CENICA-JICA プロジェクトは非常に生産的であり、グアナファトには大きな正の効果があ

った。具体的には、大気質改善部の専門性が高まったことがあげられる。特に日本での研

修において見識が広まり、将来何をすべきかを理解するようになったことは大きい。専門

家チームにはシミュレーションによる汚染マップの作成などをしてもらい、これまでの単

なるモニタリングから格段にレベルアップしている。 

（2）これからマニュアル、NOM、校正システムができていけば、我々の信頼性も一層高まるし、

JICA 専門家が出してくれるデータも信頼性を高めるのに非常に有益である。 

（3）今後は以下の点について実施していきたい意向をもっている。 

 モニタリングデータがタイムリーに出るように、既存のシステムを使いこなせるように

なること。 
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 テッケムという殺虫剤工場からの悪臭に対する苦情が寄せられるようになってきてい

るため、基準汚染物質以外の VOC 等についての測定（これについては既に CENICA の

調査が実施中）。 

 今まで以上に効率的な連邦、州、市、住民の間のコーディネーション。 

 地元の若者の育成。 

 メンテナンスや校正をできる２次標準ラボの保有。 

 着実な予算の裏づけのあるモニタリング計画づくり。 

（4）今後とも JICA とはこのプロジェクトに限らず、協力関係を維持していきたいと考えている。 

 

７．クラウディア氏の研修効果 

（1）日本では国の環境基準のほかに、ある都市ではより厳しい環境基準の設定があることか

ら、グアナファトにおいてもその導入可能性について州議会に提案し、そのためには現状

の把握をより精密に実施する必要があると主張した。その結果、2007年度予算は要求予算

額に50万ペソ上乗せされた1,850万ペソが承認された。 

（2）データの品質管理について、日本で勉強したことを踏まえ、グアナファトにて使用してい

たチェックリストの見直しが必要であることが判明した。そして部下２名を越智専門家の

下へ派遣し、新しいチェックリストを作成させた。 

（3）機器のメンテナンスについて、日本での質の高いメンテナンスを目の当たりにし、これま

でグアナファトにて実施されていたメンテナンス契約を見直す必要があることに気づいた。

そこでこれまで各測定局でばらばらに契約されていたメンテナンス契約についてガイドラ

インを作成し、より質の高いメンテナンス契約を結べるよう準備中である。 

（4）緊急事態発令について、日本では高濃度が続いた場合、担当者の携帯電話にアラームが送

信されるようになっていた。グアナファトではそれまで担当者が常に監視していたが、こ

の携帯電話にアラームが送信されるシステムを取り入れることにより、大幅な業務の軽減

につながった。 

（5）これまで、グアナファト州が出していた大気質白書にはデータをグラフにしたものしか掲

載していなかったが、日本の環境白書に大気質の生データも掲載されているのをみて、解

析結果の検証のためには必要なことを学んだ。そして、2007年度のグアナファト大気質白

書には解析後のグラフだけでなく、生データも載せるべく準備中である。 

以上 

記録者：濱口 
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５－１ セミナー及びワークショップ 

 

（1）2005年度 

 テ  ー  マ 時 場     所 

1 モデルシミュレーション概論 2005年11月16日（水） CENICA、UAM-I、1階セミナー室 

2 校正ラボ認定取得のために 2006年１月23日（月） CENICA、UAM-I、1階セミナー室 

3 モデルシミュレーションと測

定局の適正位置 

2006年２月９日（木） Guanajuato、Grand Plaza Hotel 

 

（2）2006 年度 

 テ  ー  マ 時 場     所 

1 日墨二国間粒子状物質・揮発性有機化合物

科学研究セミナー 

2006年９月７日（木） UAM-I、Postgrado 

2 モニタリングマニュアルワークショップ 2006年11月28日（火） UAM-I、Postgrado 

 

５－２ JICAチームによる各州への訪問 

 

（1）2005 年度 

 訪   問   先 時 訪   問   者 

1 プエブラ州プエブラ市 2005年11月８日（火） Mr. Zaragoza、賀勢、安楽岡、越智、

酒井 

2 グアナファト州サラマンカ市 2005年11月19日（土） Mr. Zaragoza、安楽岡、田畑 

3 メキシコ州トルーカ市 2005年11月21日（月） Mr. Zaragoza、安楽岡、林 

4 連邦区モニタリングセンター 2005年12月１日（木） Mr. Eduardo、賀勢、越智、酒井、林、

田畑 

5 グアナファト州サラマンカ市 2006年１月20日（金） Mr. Oscar、Ms. Rosi Bernabe、賀勢、

田畑 

6 グアナファト州グアナファト

市及びサラマンカ市 

2006年１月30日（月） 安楽岡、田畑 

7 グアナファト州グアナファト

市及びサラマンカ市 

2006年２月９日（木） Mr. Oscar、安楽岡、田畑 

 

（2）2006 年度 

 訪   問   先 時 訪   問   者 

1 グアナファト州サラマンカ市 2006年６月22日（木） Mr. Oscar、安楽岡 

2 グアナファト州サラマンカ市 2006年８月31日（木） Ms. Beatriz以下、賀勢、田中、溝畑

3 グアナファト州グアナファト

市 

2006年９月１日（金） Ms. Beatriz以下、賀勢、田中、溝畑

５．プロジェクト期間中に実施されたセミナー及びワークショップ並びに訪問 
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4 モレーロス州クエルナバカ市、

クアウトラ市 

2006年11月10日（金） Ms. Alejandra、賀勢、越智、酒井、

小針 

5 グアナファト州グアナファト

市 

2006年11月13日（月） Ms. Alejandra、賀勢、越智、安楽岡、

小針 

6 プエブラ州プエブラ市 2006年12月５日（火） 賀勢、越智、酒井、安楽岡、桑原 

7 グアナファト州グアナファト

市 

2006年12月８日（金） 賀勢、酒井、桑原 
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６．SEMARNAT及び INE組織図 
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7－１ CENICA組織図 

７．CENICA組織図及び予算の推移 
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７－２ 予算の推移 
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C/P等主要関係者配置表 

 

職務または配置部門 氏名 実施機関内の役職 

プロジェクト・ディレク

ター 

Adrián Fernández Bremauntz 環境庁長官 

プロジェクト・マネージ

ャー 

Víctor Javier Gutiérrez Avedoy 国立環境研究研修センター局長 

C/P Ana Patricia Martínez Bolivar 大気測定・汚染物質分析同定部部

長 

  Jose Zaragoza Avila 大気汚染監視副部長（2006年12月

末退職） 

  Oscar Fentanes Arriaga 大気観測課長 

  Carmen A. Sánchez Soto 全国大気質情報システム課長 

  Antonio Lopez de la Cruz コンサルタント（臨時雇用） 

  J. Miguel Noyola Poblete コンサルタント（臨時雇用） 

  Daniel Lopez Vicuna コンサルタント（臨時雇用） 

 Beatriz Cardenas Gonzalez 大気汚染研究部部長 

  Henry Wöhrnschimmel 大気汚染総合分析副部長 

  Claudia Marquez Estrada 大気汚染物質移動・影響調査課長

  J. Felipe Angeles Garcia 個人暴露・微小環境調査課長 

  Salvador Blanco Jimenez 大気汚染物質同定副部長 

  Rosa MA. Bernabe 大気汚染物質同定調査課長 

  Emma Bueno Lopez 揮発性有機化合物調査課長 

 Alma Delia Nava Montes 技術支援・環境研修副部長 

  Alberto Tellez Giron Bravo 品質保証・品質管理課長 

 Gustavo Solorzano Ochoa 廃棄物・汚染地研究部部長 

 

８．メキシコ側プロジェクト実施体制 
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 指標（変更前） 変更後の指標 経緯及び所見 

a） 内容変更の場合 

1-4. モデル地方自治体（サ

ラマンカ）における既存の

大気汚染モニタリング局

の設置場所の妥当性がプ

ロジェクト１年次終了ま

でに評価される。 

 

1-4. プロジェクト終了ま

でに少なくとも２つのモ

デル地方自治体において

既存の大気質モニタリン

グネットワークデザイン

とモニタリングステーシ

ョンの設置場所の妥当性

が評価される。 

 関連の活動内容を見直し、成果達

成に向けた期限を延長するとと

もに、指標をより明確に定めるこ

ととした。 

1-5. モデル地方自治体にお

ける QA/QC システムがプ

ロジェクト１年次終了ま

でに構築される。 

 

 1-5. プロジェクト終了ま

でに少なくとも２つのモ

デル地方自治体において

QA/QC の手順が標準マニ

ュアルに沿って改善され

る。 

 

 QA/QC の標準マニュアルが完成

間近なことを考慮し、指標をより

具体的なものに変更することと

した。 

1-6.  CENICA によって実

施されるセミナー/研修を

地方ネットワークの少な

くとも１名のスタッフが

プロジェクトの２年目半

ばまでに受講している。 

 

1-6. プロジェクト終了まで

に少なくとも80％の地方

ネットワーク（2007年現在

で25）から１人のスタッフ

が CENICA が開催する適

切な大気質モニタリング

に関するセミナー/研修/ワ

ークショップを受講して

いる。 

 

 中間調査団のなかで協議した結

果、当初の指標は少し曖昧である

と判断し、明確な指標を提案する

こととなった。 

1-7.  18の地方ネットワー

クにおいて全国標準的な

モニタリングを実施する

ための行動がプロジェク

トの２年目半ばまでにと

られている。 

 

1-7. プロジェクト終了ま

でに80％の地方ネットワ

ーク（2007年現在で25）に

おいて標準大気質モニタ

リングを実施するために

必要な行動が把握される。

 中間調査団のなかで協議した結

果、当初の指標は少し曖昧である

と判断し、明確な指標を提案する

こととなった。 

９．PDM変遷の経緯 
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2-4.  CENICA がプロジェ

クトの２年目半ばまでに

大気環境測定と機器校正

について ISO17025認証を

取得する。 

 

2-4. 46の必要な SOPs を作

成し、2008年５月までに校

正ラボラトリーとしての

ISO17025 

（NMX-EC-17025-IMMC-2

006）認定を取得する。 

 Accrediation の和訳は、認証では

なく、認定であり訂正することと

した。また、大気環境測定に関し

て CENICA は、既に ISO17025の

認定を取得していることが分か

った。校正ラボの認定取得に関し

ては、予定より実施が遅れている

が、2007年１月までに標準ラボの

サービスを提供することを目的

とした、ラボの改築が終了してい

る。 

 校正ラボラトリー認定の取得に

向け、これまでに３種類の SOP

を準備してきている。① QA/QC 

に関する手続き （23 SOPs 中22 

SOPs が終了済み）、 ②支援機器

に関する手続き（13 SOPs 中すべ

て）、及び③Calibrator や流量計の

標準操作に関する手続き 

（10 SOPs のうち、９つが終了)。

ISO17025認証取得は2008年５月

頃をめざしている。 

 

3-2. 気象・光化学・交通・

拡散モデルを使える専門

家群がプロジェクト終了

時までに形成される。 

 

3-2. 拡散、レセプター、気

象、光化学、交通モデルを

含む様々なモデルを使え

る専門家群がプロジェク

ト終了までに形成される。

 「気象・光化学・交通・拡散モデ

ルを使える専門家群」という定義

がプロジェクトチーム（日本人及

びメキシコ人）誤解を招いた経緯

があり、中間評価時に議論が成さ

れた。その結果、より分かりやす

い指標が提言されることとなっ

た。 
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3-3. オゾン前駆体を特定

するための、対象都市にお

ける VOC 測定に基づいた

科学的情報がプロジェク

ト終了時までに政策決定

者に提出される。 

 

3-3. プロジェクト終了ま

でに２つのモデル地方自

治体においてVOCs測定に

基づいた科学的情報が政

策決定者に提出される。 

 ターゲットとなるモデル地方自

治体数を明記することとした。 

3-4. モデル地方自治体に

おける PM2.5測定に基づ

いた科学的情報がプロジ

ェクト終了時までに政策

決定者に提出される。 

 

3-4. プロジェクト終了ま

でに２つのモデル地方自治

体において PM2.5測定に

基づいた科学的情報が政策

決定者に提出される。 

 ターゲットとなるモデル地方自

治体数を明記することとした。 

4-1. データ管理解析マニ

ュアルがプロジェクトの

２年目半ばまでに作成さ

れる。 

4-1. データ管理解析標準

マニュアル（６種類）が2007

年４月までに作成される。

 

 関連の活動を再検討した結果、期

限を延長し、できあがる予定のマ

ニュアルについては、数量を明記

することにした。 

 

 

4-2. 少なくとも２名の

CENICA 職員がプロジェ

クトの２年目半ばまでに

データ管理・解析に関する

研修講師を務められる。 

 

4-2. プロジェクト終了時

までに少なくとも２名の

INE 職員（CENICAも含む）

がデータ管理・解析に関す

る研修講師を務められる。

 

 既に CENICA 職員１名が講師と

して勤められるようになってお

り、CENICA での職員が少ないこ

とも考慮し、INE 全体から研修講

師を務められる職員をもう１名

養成することで合意した。 

 

4-3. 大気質管理方法が、パ

イロット都市におけるデ

ータ管理解析結果に基づ

き、プロジェクトの２年

目半ばまでにレビューさ

れる。 

4-3. プロジェクトの終了

時までに、大気質モニタリ

ングをどのように行うか

が、２つのモデル地方自治

体におけるデータ管理解

析結果に基づきレビュー

される。 

 

 中間評価時において、モデル地方

自治体の選択が決まっていない

ことを踏まえ、この成果はプロジ

ェクト終了時までに達成される

ことで合意した。 
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4-4. （特に指標なし） 4-4. プロジェクト終了ま

でに80％の地方ネットワー

ク（2007年現在で25）から

１人ずつのスタッフが、デ

ータ管理と分析に関する能

力向上の研修に参加する。

 

 関連の活動を再検討したところ、

指標が設定されていないことが

分かり、新たに追加することとし

た。 

5-1. SINAICA のリアルタイ

ムデータ伝送率がプロジ

ェクトの２年目半ばまで

に増加する。 

 

5-1. SINAICA のデータ伝送

率がプロジェクトの２年目

半ばまでに増加する。 

 

 「リアルタイム」という単語は科

学的に認識されておらず、削除す

ることとした。  

 

5-4. 地方自治体の環境プロ

グラム統括者の半数以上が

本プロジェクトの結果につ

いてのセミナーに参加す

る。 

 

5-4. 地方自治体の環境プロ

グラム統括者が本プロジ

ェクトの結果についての

セミナーに参加する。 

. 

 本プロジェクトは、計画されてい

るセミナーにおいて、半数以上の

地方自治体の環境プログラム統

括者が参加するかどうか保障で

きないと判断し、数的な指標を削

除することとした。 

 

b） 達成見込みの期限変更の場合 

1-2, 1-3, 2-2, 2-3, 3-1, 

5-2, 及び 5-3. 

期限が「プロジェクト終了

時まで」と変更になった。

 関連の活動内容を見直し、成果達

成に向けた期限を延長すること

とした。 

 

1-1及び2-1. 期限が「2007年４月まで」

と変更になった。 

 関連の活動内容を見直し、成果達

成に向けた期限を延長すること

とした。 
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入
手

手
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部

条
件

【
上

位
目

標
】

メ
キ

シ
コ

社
会

の
大

気
環

境
管

理
能

力
が

向
上

す
る

。

1.
 連

邦
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び
地

方
政

府
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な
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邦
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的
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地

方
自

治
体

：
施

策
立

案
・
評

価
に

活
用

で
き

る
、

大
気

汚
染

に
よ

る
住

民
へ

の
健

康
リ

ス
ク

、
生

態
系

へ
の

影
響

、
経

済
的

損
失

を
把

握
し

た
研

究
が

増
え

る
。

2.
 科

学
雑

誌
及

び
技

術
レ

ポ
ー
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メ

キ
シ

コ
が

深
刻

な
不

景
気

に
陥

ら
な

い
。

3.
 必

要
な

時
に

大
気

汚
染

緊
急

対
策

計
画

が
適

用
さ

れ
る

。
3.

 地
方

自
治

体
：
大

気
汚

染
緊

急
計

画
を

策
定

し
た

地
方

自
治

体
の

数
が

増
え

る
。

3.
 大

気
汚

染
緊

急
対

策
計

画
（
出

版
物

）

4.
 一

般
市

民
及

び
政

策
決

定
者

の
大

気
管

理
施

策
へ

の
支
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ま

る
。

4.
 地

方
自

治
体

：
政

策
立

案
ま

た
は

評
価

に
大

気
質

モ
ニ

タ
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ン
グ

・
デ

ー
タ
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方
自
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体

が
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 地
方

の
大
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環
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ラ
ム
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及
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る

。

1.
 地

方
自

治
体

：
最

低
1
8
の

地
方

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

が
大

気
質

の
状

況
に

関
す

る
信

頼
性

の
高

い
デ

ー
タ

を
S
IN

A
IC

A
を

通
し

て
提

供
し

て
い

る
と

C
E
N

IC
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1.
 C

E
N

IC
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レ
ポ

ー
ト

地
方

自
治

体
が

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

十
分

な
予

算
を

割
り

当
て

る
。

2.
 地
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て
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認
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を
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プ
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グ
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ム
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理
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テ
ィ
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修

講
師

と
な

る
C

E
N

IC
A
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い

。
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１０．PDM（和文） 
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要
約

指
標

入
手

手
段

外
部

条
件

【
O

ut
pu

ts
】

1.
 大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
デ

ー
タ

収
集

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。
1.

1 
20

07
年

5
月

ま
で

に
メ

キ
シ

コ
に

お
け

る
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
関

す
る

6
冊

の
標

準
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
作

成
さ

れ
て

い
る

。
（
①

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

概
要

、
②

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
設

計
、

③
機

器
設

置
、

④
機

器
操

作
・
維

持
管

理
・
校

正
、

⑤
品

質
保

証
・

管
理

、
⑦

連
邦

政
府

に
よ

る
監

査
）
。

1-
1.

 承
認

さ
れ

た
標

準
マ

ニ
ュ

ア
ル

S
IN

A
IC

A
 シ

ス
テ

ム
が

長
期

間
ダ

ウ
ン

し
な

い
。

1-
2.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
①

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

概
要

、
②

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
設

計
、

③
機

器
設

置
、

④
機

器
操

作
・
維

持
管

理
・
校

正
、

⑤
品

質
保

証
・
管

理
に

つ
い

て
そ

れ
ぞ

れ
、

少
な

く
と

も
2名

の
C

E
N

IC
A職

員
が

研
修

講
師

を
務

め
る

こ
と

が
出

来
る

よ
う

に
な

る
。

1-
2.

 セ
ミ

ナ
ー

で
の

講
義

内
容

に
対

す
る

日
本

人
専

門
家

の
評

価
レ

ポ
ー

ト
地

方
自

治
体

の
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
・
ビ

ル
デ

ィ
ン

グ
の

研
修

講
師

と
な

る
C

E
N

IC
A職

員
が

離
職

し
な

い
。

1-
3.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
2
名

の
C

E
C

N
IA

職
員

が
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
の

監
査

の
手

順
を

習
得

す
る

。

1-
3.

 監
査

手
順

に
対

す
る

日
本

人
専

門
家

の
評

価
レ

ポ
ー

ト
C

E
N

IC
A

内
の

新
し

い
ポ

ス
ト

の
申

請
が

財
務

省
に

よ
り

承
認

さ
れ

る
。

1-
4.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
2
つ

の
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
に

お
い

て
既

存
の

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
デ

ザ
イ

ン
と

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

の
設

置
場

所
の

妥
当

性
が

評
価

さ
れ

る
。

1-
4.

 C
E

N
IC

Aに
提

出
さ

れ
た

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

地
点

の
評

価
報

告
書

1-
5.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
2
つ

の
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
に

お
い

て
Q

A
/Q

C
の

手
順

が
標

準
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
沿

っ
て

改
善

さ
れ

る
。

1-
5.

 C
E

N
IC

Aに
提

出
さ

れ
た

Q
A

/Q
C

シ
ス

テ
ム

に
関

す
る

報
告

書

1-
6.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
8
0
％

の
地

方
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
（
2
0
0
7
年

現
在

で
2
5
）
か

ら
1
人

の
ス

タ
ッ

フ
が

C
E
N

IC
A

が
開

催
す

る
適

切
な

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

関
す

る
セ

ミ
ナ

ー
/
研

修
/
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
受

講
し

て
い

る
。

1-
6.

 研
修

の
参

加
者

リ
ス

ト

1-
7.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
80

％
の

地
方

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

（
20

07
年

現
在

で
25

）
に

お
い

て
標

準
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

を
実

施
す

る
た

め
に

必
要

な
行

動
が

把
握

さ
れ

る
。

1-
7.

C
E

N
IC

Aに
提

出
さ

れ
た

、
標

準
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
沿

っ
て

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

実
施

す
る

た
め

に
必

要
な

行
動

の
把

握
に

関
す

る
報

告
書

2.
 既

存
の

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
機

器
校

正
シ

ス
テ

ム
が

改
善

さ
れ

る
。

2-
1.

 2
00

7年
4
月

ま
で

に
既

存
の

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
機

器
校

正
シ

ス
テ

ム
の

改
善

に
関

す
る

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
が

作
成

さ
れ

る
。

2-
1.

 既
存

の
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

機
器

校
正

シ
ス

テ
ム

の
改

善
に

関
す

る
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

2-
2.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
2
名

が
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
機

器
校

正
シ

ス
テ

ム
に

関
す

る
研

修
校

正
を

務
め

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

な
る

。

2-
2.

 セ
ミ

ナ
ー

で
の

講
義

内
容

に
対

す
る

日
本

人
専

門
家

の
評

価
レ

ポ
ー

ト

2-
3.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
80

％
の

地
方

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

（2
00

7年
現

在
で

25
）
か

ら
1人

の
ス

タ
ッ

フ
が

標
準

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

沿
っ

た
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

機
器

の
校

正
方

法
を

修
得

す
る

。

2-
3.

 C
E

N
IC

Aの
開

催
す

る
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
お

け
る

到
達

度
テ

ス
ト

の
結

果

2
/
4
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要
約

指
標

入
手

手
段

外
部

条
件

2-
4.

 4
6の

必
要

な
S
O

P
sを

作
成

し
、

20
08

年
5
月

ま
で

に
校

正
ラ

ボ
ラ

ト
リ

と
し

て
の

IS
O

1
7
0
2
5
 (
N

M
X
-
E
C

-
1
7
0
2
5
-

IM
M

C
-
2
0
0
6
)認

定
を

取
得

す
る

。

2-
4.

 IS
O

17
02

5認
定

書

3.
 大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

を
補

完
す

る
調

査
が

実
施

さ
れ

る
。

3.
1.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
2つ

の
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
に

お
い

て
既

存
の

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
の

設
置

場
所

の
妥

当
性

が
評

価
さ

れ
る

。
（
指

標
1
-
4
と

同
じ

）

3-
1.

 C
E

N
IC

Aに
提

出
さ

れ
た

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

地
点

の
評

価
報

告
書

（
入

手
手

段
1-

4と
同

じ
）

3.
2.

 拡
散

、
レ

セ
プ

タ
ー

、
気

象
、

光
化

学
、

交
通

モ
デ

ル
を

含
む

様
々

な
モ

デ
ル

を
使

え
る

専
門

家
群

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
ま

で
に

形
成

さ
れ

る
。

3-
2.

 研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

修
了

し
た

受
講

者
の

リ
ス

ト

3.
3.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
2
つ

の
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
に

お
い

て
V

O
C

s測
定

に
基

づ
い

た
科

学
的

情
報

が
政

策
決

定
者

に
提

出
さ

れ
る

。

3-
3.

 調
査

報
告

書

3.
4 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
2つ

の
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
に

お
い

て
P

M
2
.5

測
定

に
基

づ
い

た
科

学
的

情
報

が
政

策
決

定
者

に
提

出
さ

れ
る

。

3-
4.

 調
査

報
告

書

4.
 大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
の

管
理

及
び

解
析

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。
4-

1.
 2

00
7年

4
月

ま
で

に
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
管

理
に

関
す

る
標

準
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
V

o
l.6

）
と

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
解

析
ツ

ー
ル

が
作

成
さ

れ
る

。

4-
1.

 大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
デ

ー
タ

管
理

と
解

析
に

つ
い

て
の

標
準

マ
ニ

ュ
ア

ル

4-
2.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
少

な
く
と

も
2
人

の
C

E
N

IC
A

を
含

む
IN

E
職

員
が

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
管

理
と

基
本

的
な

解
析

に
関

す
る

研
修

講
師

を
務

め
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

に
な

る

4-
2.

 セ
ミ

ナ
ー

で
の

講
義

内
容

に
対

す
る

日
本

人
専

門
家

の
評

価
レ

ポ
ー

ト

4-
3.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
選

択
さ

れ
た

２
つ

の
自

治
体

に
お

い
て

、
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
解

析
結

果
に

基
づ

い
て

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
デ

ー
タ

の
活

用
の

仕
方

が
レ

ビ
さ

れ
る

4-
3.

 C
E

N
IC

Aに
提

出
さ

れ
る

大
気

質
管

理
施

策
見

直
し

結
果

報
告

書

4-
4.

 8
0％

の
地

方
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
（2

00
7年

現
在

で
25

）
か

ら
1人

の
ス

タ
ッ

フ
が

デ
ー

タ
管

理
・
解

析
に

関
す

る
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
参

加
す

る
。

4-
4.

  研
修

の
参

加
者

リ
ス

ト

5.
 一

般
市

民
及

び
政

策
策

定
者

の
大

気
質

に
関

す
る

情
報

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
改

善
さ

れ
る

5-
1.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
S
IN

A
IC

A
へ

の
デ

ー
タ

伝
送

率
が

向
上

す
る

。
5-

1.
 S

IN
A

IC
A

 デ
ー

タ
ベ

ー
ス

5-
2.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
6
地

方
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
が

新
た

に
S
IN

A
IC

A
に

接
続

さ
れ

る
。

5-
2.

 S
IN

A
IC

A
 デ

ー
タ

ベ
ー

ス

5-
3.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
2
つ

の
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
に

お
い

て
S
IN

A
IC

A
の

ペ
ー

ジ
を

表
示

す
る

デ
ィ

ス
プ

レ
イ

の
よ

う
な

大
気

質
情

報
を

伝
え

る
媒

体
が

導
入

さ
れ

る
。

5-
3.

 情
報

媒
体

の
導

入
に

関
す

る
報

道
記

録

5-
4.

 州
政

府
の

環
境

プ
ロ

グ
ラ

ム
統

括
者

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

を
発

表
す

る
セ

ミ
ナ

ー
に

参
加

す
る

。
5-

4.
 セ

ミ
ナ

ー
の

参
加

者
リ

ス
ト

3
/
4
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要
約

指
標

入
手

手
段

外
部

条
件

6.
 国

家
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

プ
ロ

グ
ラ

ム
20

07
-2

01
0が

作
成

さ
れ

る
。

6-
1.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
国

家
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

プ
ロ

グ
ラ

ム
2
0
0
7
-
2
0
1
0
が

作
成

さ
れ

る
。

6.
 国

家
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

プ
ロ

グ
ラ

ム
2
0
0
7
-

2
0
1
0
の

文
書

4
/
4
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【
投

入
】

1.
 委

員
会

に
よ

っ
て

選
定

さ
れ

た
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

参
加

に
同

意
す

る
。

2.
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

研
修

に
よ

っ
て

技
術

を
身

に
つ

け
た

人
々

が
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
従

事
し

続
け

る
。

3.
 国

家
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

プ
ロ

グ
ラ

ム
2
0
7
-
2
0
1
0
を

作
成

す
る

た
め

の
必

要
な

職
員

が
雇

用
さ

れ
る

。

“C
E

N
IC

A
”

1.
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
従

事
者

 (P
ro

je
ct

 D
ire

ct
or

,
P

ro
je

ct
 M

an
ag

er
, c

ou
nt

er
pa

rt 
pe

rs
on

ne
l,

ad
m

in
is

tra
tiv

e 
pe

rs
on

ne
l)

2.
 建

物
及

び
施

設
3.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
コ

ス
ト

“J
IC

A
”

1.
 日

本
人

専
門

家
の

派
遣

2.
 現

地
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
雇

用
3.

 機
器

、
装

置
、

資
材

4.
 日

本
に

お
け

る
研

修

前
提

条
件

20
06

年
末

の
政

権
交

代
後

も
C

E
N

IC
A

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

必
要

な
予

算
及

び
人

員
が

手
当

て
さ

れ
る

。

1-
5.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
沿

っ
て

、
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
作

成
し

、
地

方
自

治
体

を
対

象
に

し
て

研
修

を
行

う
（
可

能
な

ら
2-

3と
併

せ
て

実
施

）
。

1-
6.

 C
E

N
IC

A
、

S
E

M
A

R
N

A
T、

日
本

人
専

門
家

が
、

地
方

自
治

体
に

お
け

る
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
た

め
の

機
材

整
備

と
人

員
配

置
を

働
き

か
け

る
。

2-
1.

  既
存

の
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

機
器

校
正

シ
ス

テ
ム

を
改

善
す

る
た

め
の

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
（
C

E
N

IC
Aに

オ
ゾ

ン
一

次
標

準
及

び
二

次
標

準
を

設
置

す
る

こ
と

を
含

む
）
を

作
成

す
る

。

【
活

動
】

3.
3 

C
E

N
IC

Aは
V

O
C

sの
調

査
を

行
う

。

3.
4 

C
E

N
IC

Aは
P

M
2
.5

の
調

査
を

行
う

。

4-
1.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
デ

ー
タ

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
（
V

o
l. 

6
）
を

作
成

し
、

フ
ァ

イ
ナ

ラ
イ

ズ
し

、
オ

ー
ソ

ラ
イ

ズ
す

る
。

4-
2.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
デ

ー
タ

の
デ

ー
タ

解
析

ツ
ー

ル
を

作
成

し
適

用
す

る
（
濃

度
と

気
象

の
相

関
関

係
分

析
、

傾
向

分
析

、
測

定
局

間
の

デ
ー

タ
の

関
係

を
含

む
）
。

2-
3.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
作

成
さ

れ
た

標
準

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

沿
っ

て
、

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
機

器
校

正
の

研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

作
成

し
、

地
方

自
治

体
を

対
象

に
し

て
研

修
を

行
う

（
可

能
で

あ
れ

ば
1-

5と
合

わ
せ

て
実

施
）
。

2-
4.

 C
E

N
IC

A
は

4
6
の

S
O

P
を

作
成

し
、

校
正

ラ
ボ

と
し

て
IS

O
17

02
5 

(N
M

X
-E

C
-1

70
25

-IM
M

C
-

20
06

) の
認

定
を

取
得

す
る

。

3-
1.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
少

な
く
と

も
2
つ

の
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
に

お
い

て
、

ハ
イ

ブ
リ

ッ
ド

IS
C

-
S
T
3
モ

デ
ル

を
用

い
て

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
設

計
・
評

価
に

関
す

る
研

究
を

行
う

3-
2.

 C
E

N
IC

A
は

大
気

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
を

利
用

し
て

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
の

効
果

的
な

活
用

に
関

す
る

研
究

・
研

修
を

行
い

、
セ

ミ
ナ

ー
・
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

催
す

る
。

2.
2.

 C
E

N
IC

A
の

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
機

器
校

正
能

力
を

強
化

す
る

。

1-
1.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
既

存
の

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
①

大
気

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

、
②

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

設
計

、
③

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

機
器

の
設

置
、

④
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
機

器
の

操
作

・
維

持
管

理
・
校

正
、

⑤
Q

A
/Q

C
、

⑦
連

邦
政

府
に

よ
る

監
査

）
案

を
修

正
す

る
。

1-
2.

 C
E

N
IC

A
は

地
方

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

か
ら

の
参

加
を

得
て

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
①

か
ら

⑤
及

び
⑦

）
を

フ
ァ

イ
ナ

ラ
イ

ズ
し

、
オ

ー
ソ

ラ
イ

ズ
す

る
。

1-
3.

 C
E

N
IC

A
は

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

N
O

M
案

を
作

成
す

る
。

1-
4.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
少

な
く
と

も
2
つ

の
モ

デ
ル

地
方

自
治

体
に

お
い

て
測

定
局

位
置

を
評

価
し

、
標

準
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
沿

っ
た

Q
A

/
Q

C
手

順
の

実
施

を
促

し
、

標
準

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

改
訂

に
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

を
与

え
る

。

1
/
2
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ぞ
れ

1回
）
。

6-
1.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

と
共

に
、

国
家

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
計

画
20

03
-2

00
8の

現
状

と
成

果
を

踏
ま

え
て

、
基

準
汚

染
物

質
に

関
す

る
同

計
画

20
07

-2
01

0案
を

作
成

す
る

。

6-
2.

 C
E

N
IC

A
は

国
家

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
計

画
案

に
つ

い
て

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

と
協

議
す

る
。

4-
3.

  C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
2
つ

の
選

択
さ

れ
た

地
方

自
治

体
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
を

解
析

し
、

大
気

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
デ

ー
タ

の
活

用
の

仕
方

を
レ

ビ
ュ

ー
す

る
。

4-
4.

 C
E

N
IC

A
は

日
本

人
専

門
家

の
支

援
を

得
て

、
標

準
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
沿

っ
て

地
方

自
治

体
を

対
象

と
し

た
大

気
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

デ
ー

タ
管

理
・
解

析
に

つ
い

て
の

研
修

を
行

う
。

5-
1.

 S
IN

A
IC

A
を

通
し

た
大

気
質

関
連

情
報

提
供

能
力

が
改

善
さ

れ
る

。

5-
2.

 C
E

N
IC

A
と

S
E

M
A

R
N

A
Tが

モ
デ

ル
都

市
に

、
モ

デ
ル

都
市

の
住

民
に

大
気

質
関

連
情

報
を

提
供

す
る

媒
体

（
S

IN
A

IC
A

の
ペ

ー
ジ

を
表

示
す

る
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
デ

ィ
ス

プ
レ

イ
な

ど
）
の

導
入

を
働

き
か

け
る

。

2
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１１．オゾンの１次標準に関する CENAM と INE のレターのやり取り 
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１２．マニュアルの NOM化を申請するレター（2006年10月26日付）和訳と原文 

－144－



－145－



－146－


	表紙
	序文
	目次
	略語表
	位置図
	写真
	中間評価調査結果要約表
	第1章 中間評価の概要
	1-1　運営指導(中間評価)調査の経緯と目的
	1-2　評価者の構成
	1-3　調査団派遣日程
	1-4　主要面会者一覧
	1-5　評価項目・評価方法

	第2章 プロジェクトの実績と現状
	2-1　プロジェクトの実施体制概要
	2-2　実施プロセス
	2-3　上位目標、プロジェクト目標、成果の達成状況
	2-4　成果ごとの進捗度と今後の予定(課題)
	2-5　専門的見地からみた全般的なプロジェクト進捗状況について(若松団員執筆)

	第3章 評価結果
	3-1　評価結果の総括
	3-2　評価5項目による分析
	3-3　結論
	3-4　提言と教訓

	付属資料
	1. 協議議事録（M/M）
	2. プロジェクト投入実績一覧
	3. 評価グリッド（和文）
	4. 主要議事録
	5. プロジェクト期間中に実施されたセミナー及びワークショップ並びに訪問
	6. SEMARNAT 及びINE 組織図
	7. CENICA 組織図及び予算の推移
	8. メキシコ側プロジェクト実施体制
	9. PDM 変遷の経緯
	10. PDM（和文）
	11. オゾンの１次標準に関するCENAM とINE のレターのやり取り
	12. マニュアルのNOM 化を申請するレター（2006年10月26日付）和訳と原文



 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲:  110ページから  ページ 118
     トリム: 無し
     シフト: 移動 上 by 14.17 ポイント
     ノーマライズ（オプション）: 'オリジナル'
      

        
     32
     1
     0
     No
     540
     88
    
     Fixed
     Up
     14.1732
     0.0000
            
                
         Both
         110
         SubDoc
         118
              

       CurrentAVDoc
          

     None
     0.0000
     Top
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.0f
     QI+ 2
     1
      

        
     109
     172
     117
     9
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





